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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．平成16年４月19日付で１株を３株の割合で株式の分割を実施しており、第５期の１株当たり当期純利益金額

及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、当該株式分割が期首に行われたものとして計算しており

ます。 

３．第６期中以後の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの

１株当たり中間（当期）純損失であるため記載しておりません。 

回次 第５期中 第６期中 第７期中 第５期 第６期 

会計期間 

自平成15年 
 10月１日 
至平成16年 
 ３月31日 

自平成16年 
 10月１日 
至平成17年 
 ３月31日 

自平成17年 
 10月１日 
至平成18年 
 ３月31日 

自平成15年 
 10月１日 
至平成16年 
 ９月30日 

自平成16年 
 10月１日 
至平成17年 
 ９月30日 

売上高 （千円） 366,017 1,024,357 1,091,595 1,679,277 2,176,077 

経常利益又は経常 

損失(△） 
（千円） 43,693 △65,188 △240,668 342,926 △492,402 

中間（当期）純利益又は 

中間（当期）純損失

（△） 

（千円） 19,258 △770,333 △293,984 251,221 △1,548,925 

純資産額 （千円） 1,958,563 3,391,197 4,837,495 3,661,523 5,965,883 

総資産額 （千円） 3,067,594 8,116,684 6,644,416 5,202,683 10,489,099 

１株当たり純資産額  （円） 41,456.35 23,104.42 30,554.99 25,377.20 32,721.87 

１株当たり中間（当期）

純利益金額又は中間（当

期）純損失金額（△） 

 （円） 435.65 △5,279.37 △1,618.30 1,838.64 △9,994.97 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

 （円） 430.28 － － 1,806.82 － 

自己資本比率  （％） 63.9 41.8 72.8 70.4 56.9 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 47,151 60,169 △867,280 43,738 311,889 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △241,266 △1,705,249 1,300,874 △654,385 △2,785,733 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 844,774 2,072,091 △1,251,647 1,882,155 4,320,001 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（千円） 1,054,180 2,102,027 2,707,064 1,675,012 3,521,226 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
 （人） 

36 

(11) 

266 

(－) 

320 

(－) 

84 

(－) 

291 

(－) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．平成16年４月19日付で１株を３株の割合で株式の分割を実施しており、第５期の１株当たり当期純利益金額

及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、当該株式分割が期首に行われたものとして計算しており

ます。 

３．第６期中以後の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの

１株当たり中間（当期）純損失であるため記載しておりません。 

４．提出会社は平成18年２月１日付をもって純粋持株会社となりました。第７期中におきましては、ソフトウェ

アの開発・販売にかかる実績が含まれております。 

回次 第５期中 第６期中 第７期中 第５期 第６期 

会計期間 

自平成15年 
 10月１日 
至平成16年 
 ３月31日 

自平成16年 
 10月１日 
至平成17年 
 ３月31日 

自平成17年 
 10月１日 
至平成18年 
 ３月31日 

自平成15年 
 10月１日 
至平成16年 
 ９月30日 

自平成16年 
 10月１日 
至平成17年 
 ９月30日 

売上高 （千円） 371,315 518,732 209,008 1,162,836 887,737 

経常利益又は経常 

損失（△） 
（千円） 45,965 △154,042 △172,227 389,160 △586,758 

中間（当期）純利益又は

中間（当期）純損失

（△） 

（千円） 28,208 △741,126 △307,449 269,051 △1,348,450 

資本金 （千円） 967,990 1,919,998 3,607,516 1,670,000 3,607,516 

発行済株式総数  （株） 47,244 146,777 182,325.4 144,284 182,325.4 

純資産額 （千円） 2,003,292 3,474,014 4,947,545 3,715,132 6,186,247 

総資産額 （千円） 2,648,850 6,878,778 6,061,485 4,639,654 7,935,586 

１株当たり純資産額  （円） 42,403.10 23,668.65 31,250.09 25,748.75 33,930.52 

１株当たり中間（当期）

純利益金額又は中期（当

期）純損失金額（△） 

 （円） 638.10 △5,079.20 △1,692.43 1,969.13 △8,701.33 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

 （円） 630.23 － － 1,935.05 － 

１株当たり中間（年間）

配当額 
 （円） － － － － － 

自己資本比率  （％） 75.6 50.5 81.6 80.1 78.0 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
 （人） 

25 

(9) 

27 

(－) 

17 

(－) 

29 

(－) 

33 

(－) 



２【事業の内容】 

当社グループは、当社、連結子会社10社、持分法適用関連会社１社の計12社で構成されており、ソリューショ

ン事業、メディア・コンテンツ事業、ファイナンシャル事業を営んでおります。 

 その事業系統図は次のとおりであります。 

 なお、当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更しております。変更の内容については、「第５ 

経理の状況 １．中間連結財務諸表等 （１）中間連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載のとお

りであります。 



３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 なお、持分法適用関連会社であった㈱スーパーリサーチについては当社が保有する全株式を売却したため持分法の

適用範囲から除外しております。また、㈱エスビーエル（現オックスキャピタル㈱）については当社が同社株式を追

加取得したことにより保有比率が100%となり連結子会社となったため持分法の適用範囲から除外しております。 

（注）主要な事業の内訳欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員であります。 

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。 

    ２．従業員数が前期末に比べ16名減少しましたのは、純粋持株会社移行に伴う事業再編により、グループ内での

異動があったことなどによるものです。 

(3)労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係については良好に推移しております。 

名称 住所 資本金 主要な事業内容 
議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）           

北京中貿奥斯軟件有限公司 
中国 

北京市 
5,000千人民元 ソリューション事業 100.0 

役員の派遣・・・有 

営業取引・・・有 

オックスキャピタル㈱ 

（旧㈱エスビーエル） 

東京都 

中央区 
50,000千円 ファイナンシャル事業 100.0 

役員の派遣・・・有 

営業取引・・・有 

オックス情報販売㈱ 
東京都 

中央区 
50,000千円 ソリューション事業 100.0 

役員の兼任・・・有 

営業取引・・・有 

オックス情報開発㈱ 
東京都 

中央区 
30,000千円 ソリューション事業 100.0 

役員の兼任・・・有 

営業取引・・・有 

  平成18年３月31日現在

主要な事業部門の名称 従業員数（人） 

ソリューション事業 241   

メディア・コンテンツ事業 60   

ファイナンシャル事業 2   

全社 17   

合計 320   

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 17   



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間より事業再構築の一環として、事業の種類別セグメントの変更を実施致しました。 

 事業の種類別セグメントの営業概況は以下のとおりであります。 

≪ソリューション事業≫ 

 当事業セグメントは、格付け評価システム「アラームシリーズ」の開発及び販売、ソフトウェアの受託開発から成

り立っております。「アラームシリーズ」においては、新バージョンの開発を完了させ既存顧客の利便性を高めると

ともに、金融機関を中心とした新規顧客開拓に注力してまいりました。ソフトウェア受託開発においては、中国国内

での新規取引を受注し、サイタックス株式会社およびその子会社である上海兆虹信息技術有限公司の連携の下で業務

の効率化に努めてまいりました。その結果、当事業セグメントの売上高は762百万円、営業利益は33百万円となりま

した。 

≪メディア・コンテンツ事業≫ 

 当事業セグメントは、株式会社日本證券新聞社における「新聞事業」、「出版事業」、「ネット事業」から成り立

っております。各事業ともに人員の増強による、コンテンツの充実ならびに営業力の強化に努めた結果と、株式市場

の活況という外部要因の影響から、売上は大きく伸びたものの、人件費の増加を吸収するにはいたらず、当事業セグ

メントの売上高は460百万円、営業損失は15百万円となりました。 

≪ファイナンシャル事業≫ 

 当事業セグメントは、中小企業向けの無担保ローン事業を行う株式会社オックスキャピタル、有価証券の運用事業

を行う株式会社オックス・ブイ、個人投資家向け投資情報配信を行う株式会社クレッシェンドから成り立っておりま

す。 

 株式会社オックスキャピタルおよび株式会社クレッシェンドにおきまして、事業開始間もないことから、費用が先

行して発生したため、当事業セグメントの売上高は7百万円、営業損失は127百万円となりました。 

 これらの結果、当中間連結会計期間の当社グループの売上高は1,091百万円(前年同期比6.6%増)となりました。一

方損益面では、グループ全体の価値向上の観点から実施いたしました、事業の整理・統合にともない、ソフトウェア

等の資産の見直しを行いました。この結果、営業損失は491百万円(前年同期は営業損失239百万円)、経常損失は240

百万円(前年同期は経常損失65百万円)、中間純損失は293百万円(前年同期は中間純損失770百万円)となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末と比べ814百万円

減少し2,707百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、資金は867百万円の減少（前年同期は60百万円の増加）となりました。これは主として税金等調

整前中間純損失が242百万円となったことに加え、売買目的有価証券の運用益262百万円、投資有価証券の売却益339

百万円、固定資産の除却損155百万円、法人税等の支払額389百万円などがあったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、資金は1,300百万円増加（前年同期は1,705百万円の減少）となりました。これは主として有価証

券の運用による収入1,533百万円、投資有価証券の売却による収入413百万円、子会社株式追加取得による支出572百

万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、資金は1,251百万円減少（前年同期は2,072百万円の増加）となりました。これは主として自己株

式取得による支出1,149百万円、長期借入金の返済による支出79百万円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては前中間連結会

計期間分を変更後の区分に組替えて行っております。 

(2)受注状況 

当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3)販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては前中間連結会

計期間分を変更後の区分に組替えて行っております。 

４．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に

対する割合は次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間連結会計期間の㈱ＤＮＰファインエレクトロニクスについては、当該割合が100分の10未満のため記

載を省略しております。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

ソリューション事業 （千円） 451,293 235.9 

メディア・コンテンツ事業 （千円） 272,810 109.0 

ファイナンシャル事業 （千円） 10,823 92.3 

合計（千円） 734,926 162.2 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

ソリューション事業  521,733 278.9 136,236 293.5 

合計 521,733 278.9 136,236 293.5 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

ソリューション事業 （千円） 689,353 104.2 

メディア・コンテンツ事業 （千円） 395,074 110.6 

ファイナンシャル事業 （千円） 7,167 120.5 

合計（千円） 1,091,595 106.6 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

㈱ＤＮＰファインエレクトロニ

クス 
－ － 165,503 15.2 



３【対処すべき課題】 

 ソリューション事業におきましては、平成18年５月１日に誕生したオックススタンダード株式会社（サイタックス

㈱・オックス情報販売㈱・オックス情報開発㈱の３社による合併会社）の新しい経営方針に基づいて、「アラームシ

リーズ」を中心とした開発・販売のみを行う体制から、今後は、分析ロジックの更なる向上に努めるだけではなく、

受託開発、他社商品の取り扱い、新しい商品の開発、周辺事業の取り込みや海外への拡販を通じて、売上の拡大を目

指す所存であります。 

 メディア・コンテンツ事業におきましては、人員の拡充により、人件費の増加が先行している状況にあります。今

後は事業範囲の拡大を推進し、売上の伸長に努める所存であります。 

 ファイナンシャル事業におきましては、営業体制の強化を早急に図り、安定した売上・利益を生み出すビジネスモ

デルの構築に注力する所存であります。 

 オックスホールディングス株式会社におきましては、純粋持株会社としての経営管理体制構築を進め、機動的な運

営を行っていく所存であります。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発活動は主にオックス情報開発株式会社において推進しております。当中間連結会計期間に

おける研究開発費の総額は16百万円であり、主に販売用ソフトウェアの開発にかかわるもので、全てソリューション

事業において発生したものであります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成18年６月１日から半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

以下の新株引受権は、商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成13年法律第

129号）第19条第１項の規定により新株予約権とみなされる新株引受権であり、商法等の一部を改正する法律（平

成13年法律第128号）により改正される以前の旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議により発行された

新株引受権であります。 

① 平成13年6月27日臨時株主総会において特別決議された新株引受権（ストックオプション） 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 729,301 

計 729,301 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年６月20日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 182,325.4 182,325.4 
大阪証券取引所 

（ヘラクレス市場） 
－ 

計 182,325.4 182,325.4 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 207（注）１ 207（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 16,667（注）２、３ 16,667（注）２、３ 

新株予約権の行使期間 
平成15年7月 1日から 

平成20年6月30日まで 

平成15年7月 1日から 

平成20年6月30日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格   16,667 

資本組入額   8,333 

発行価格   16,667 

資本組入額   8,333 

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４ 



(注)1.当社が株式分割または株式併合を行う場合は、株式の数は、次の算式により調整され、調整により生じる端数は

切捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

2.行使時に払込をすべき金額は、権利付与日以降に当社が行使価格を下回る払込金額で新株を発行する場合は、次

の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切捨てるものとします。 

3.当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切上げるものとします。 

4.当該ストックオプションに係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1)新株予約権は相続することが出来る。 

(2)被付与者が退職した場合も、新株予約権は消滅しない。 

(3)新株予約権の全部又は一部につき第三者に対して譲渡、担保権の設定、遺贈その他の処分をすることが出来

ない。 

(4)その他の細目については当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定められております。 

以下の新株予約権は旧商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権であります。 

① 平成15年 12月18日定時株主総会において特別決議された新株予約権（平成16年２月９日発行） 

 
 

既発行株式数＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 調整前行使価額 

  既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 3,400 3,400 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 10,200（注）１ 10,200（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 206,667（注）２、３ 206,667（注）２、３ 

新株予約権の行使期間 
平成18年3月 1日から 

平成23年2月28日まで 

平成18年3月 1日から 

平成23年2月28日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   206,667 

資本組入額  103,333 

発行価格   206,667 

資本組入額  103,333 

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４ 



② 平成15年12月18日定時株主総会において特別決議された新株予約権（平成16年４月16日発行） 

(注)1.当社が株式分割または株式併合を行う場合は、株式の数は、次の算式により調整され、調整により生じる端数は

切捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

2.行使時に払込をすべき金額は、権利付与日以降に当社が行使価格を下回る払込金額で新株を発行する場合は、次

の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切捨てるものとします。 

3.当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切上げるものとします。 

4.当該ストックオプションに係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1)新株予約権の割当を受けたものが権利行使期間中に死亡した場合、相続人がその権利を承継するものとす

る。 

(2)新株予約権者が退職または退任した場合、当社は当該新株予約権を無償で消却することができる。 

(3)新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。 

(4)その他の細目については、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定められており

ます。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 1,590 1,590 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,590（注）１ 1,590（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 260,000（注）２、３ 260,000（注）２、３ 

新株予約権の行使期間 
平成18年3月 1日から 

平成23年2月28日まで 

平成18年3月 1日から 

平成23年2月28日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   260,000 

資本組入額  130,000 

発行価格   260,000 

資本組入額  130,000 

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４ 

 
 

既発行株式数＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × １株当たりの時価 

  既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



② 平成17年12月20日定時株主総会において特別決議された新株予約権（平成17年12月21日発行） 

(注)1.当社が株式分割または株式併合を行う場合は、株式の数は、次の算式により調整され、調整により生じる端数は

切捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

2.行使時に払込をすべき金額は、発行日以降に当社が行使価格を下回る払込金額で新株の発行を行う場合は、次の

算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

3.当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切上げるものとします。 

4.当該ストックオプションに係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1)新株予約権の割当を受けたものが権利行使期間中に死亡した場合、相続人がその権利を承継するものとす

る。 

(2)新株予約権者が退職または退任した場合、当社は当該新株予約権を無償で消却することができる。 

(3)新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。 

(4)その他の細目については、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定められており

ます。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 5,500 5,500 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,500（注）１ 5,500（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 73,128（注）２、３ 73,128（注）２、３ 

新株予約権の行使期間 
平成19年12月21日から 

平成27年12月20日まで 

平成19年12月21日から 

平成27年12月20日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   73,128 

資本組入額  36,564 

発行価格   73,128 

資本組入額  36,564 

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４ 

 
 

既発行株式数＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × １株当たりの時価 

  既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注） 旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し欠損の填補に充当するとともに、その残額をその

他資本剰余金へ振替えたものであります。 

(4）【大株主の状況】 

（注）１．上記のほか、自己株式が24,004.4株あります。 

２．前事業年度末現在主要株主であった伊藤祥司は当中間期末では主要株主ではなくなりました。 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年３月24日

（注） 
－ 182,325.4 － 3,607,516 △2,907,401 901,880 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

伊藤 祥司 千葉県船橋市 11,064 6.06 

株式会社ビーマップ 東京都文京区白山5-1-3 10,530 5.77 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 8,718 4.78 

篠原 猛 東京都江戸川区 4,430 2.42 

バンク オブ ニューヨーク 

ジーシーエム クライアント 

アカウンツ イー アイエスジー 

（常任代理人 株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行） 

Peterborough Court 133 Fleet Street 

London EC4A 2BB, United Kingdom  

  

（東京都千代田区丸の内2-7-1） 

3,071 1.68 

岡田 洋 愛知県豊川市 1,818 0.99 

落合 伸治 東京都中央区 1,515 0.83 

エース交易株式会社 東京都渋谷区渋谷3-29-24 1,443 0.79 

野口 英明 熊本県山鹿市 1,403 0.76 

野口 滝 熊本県山鹿市 1,181 0.64 

計 － 45,173 24.77 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が115株（議決権115個）が含まれて

おります。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等)  普通株式 24,004 － － 

完全議決権株式(その他) 普通株式 158,321 158,321 － 

端株 普通株式 0.4 － － 

発行済株式総数 182,325.4 － － 

総株主の議決権 － 158,321 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

オックスホールディングス

株式会社 

東京都中央区

日本橋小網町

13番７号 

24,004 － 24,004 13.16 

計 － 24,004 － 24,004 13.16 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 85,400 87,000 66,400 65,900 57,400 57,500 

最低（円） 70,000 58,000 52,500 44,500 30,400 37,200 



３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりであります。 

(1) 新任役員 

(2) 役員の異動 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

就任年月日

取締役 － 青木 英樹  昭和32年９月16日生 

平成16年10月 オックス情報株式会社入社 

平成17年６月 株式会社日本證券新聞社取締

役就任（現任） 

平成18年２月 取締役就任（現任） 

40 
平成18年 

２月22日 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

専務取締役 － 取締役 － 中山 浩也 平成18年２月１日



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日

まで）及び前中間会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）並びに当中間連結会計期間（平成17年10

月１日から平成18年３月31日まで）及び当中間会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金     2,102,027     2,707,064     3,531,226   

２．売掛金     639,010     415,166     455,850   

３．有価証券 ※２   1,430,592     －     2,490,421   

４．たな卸資産     56,146     20,321     54,761   

５．未収入金     1,466,561     －     －   

６．その他 ※2,3   62,230     119,252     689,818   

貸倒引当金     △2,527     △2,629     △5,416   

流動資産合計     5,754,042 70.9   3,259,174 49.1   7,216,662 68.8 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※１                   

(1) 建物 ※２ 488,599     463,648     477,458     

(2）土地 ※２ 640,230     633,301     640,430     

(3）その他   30,441 1,159,271   53,685 1,150,635   50,098 1,167,987   

２．無形固定資産                     

(1）ソフトウェア   443,937     145,445     340,842     

(2）その他   102,059 545,996   150,331 295,777   159,108 499,950   

３．投資その他の資産                     

(1）投資有価証券   －     1,533,775     1,193,029     

(2）長期性預金   －     350,000     350,000     

(3）その他   － 628,427   55,053 1,938,829   61,469 1,604,499   

固定資産合計     2,333,695 28.7   3,385,241 50.9   3,272,437 31.2 

Ⅲ 繰延資産     28,946 0.4   － －   － － 

資産合計     8,116,684 100.0   6,644,416 100.0   10,489,099 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．買掛金     73,416     66,902     92,714   

２．短期借入金 ※２   968,156     45,825     1,756,108   

３．１年以内返済予定
長期借入金 

※２   132,702     134,278     154,606   

４．未払法人税等     84,373     65,237     400,597   

５．その他     225,368     375,163     929,710   

流動負債合計     1,484,016 18.3   687,406 10.4   3,333,737 31.8 

Ⅱ 固定負債                     

１．新株予約権付社債     2,460,000     －     －   

２．長期借入金 ※２   673,967     675,000     734,417   

３．その他 ※２   97,717     443,469     363,120   

固定負債合計     3,231,684 39.8   1,118,469 16.8   1,097,537 10.4 

負債合計     4,715,700 58.1   1,805,876 27.2   4,431,275 42.2 

           

（少数株主持分）                     

少数株主持分     9,785 0.1   1,044 0.0   91,940 0.9 

           

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     1,919,998 23.6   3,607,516 54.3   3,607,516 34.4 

Ⅱ 資本剰余金     2,042,763 25.2   2,705,115 40.7   3,809,281 36.3 

Ⅲ 利益剰余金     △571,585 △7.0   △539,995 △8.1   △1,350,176 △12.9 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    22 0.0   195,504 2.9   △107,076 △1.0 

Ⅴ 為替換算調整勘定     － －   19,466 0.3   6,850 0.1 

Ⅵ 自己株式     － －   △1,150,110 △17.3   △510 △0.0 

資本合計     3,391,197 41.8   4,837,495 72.8   5,965,883 56.9 

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    8,116,684 100.0   6,644,416 100.0   10,489,099 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,024,357 100.0   1,091,595 100.0   2,176,077 100.0 

Ⅱ 売上原価     485,626 47.4   756,648 69.3   1,133,872 52.1 

売上総利益     538,731 52.6   334,947 30.7   1,042,205 47.9 

返品調整引当金繰
入額 

    3,510 0.4   2,623 0.3   15,754 0.7 

差引売上総利益     535,220 52.2   332,324 30.4   1,026,451 47.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   774,888 75.6   823,614 75.4   2,089,665 96.1 

営業損失     239,667 △23.4   491,290 △45.0   1,063,214 △48.9 

Ⅳ 営業外収益                     

１．有価証券運用益 ※２ 206,958     262,395     640,840     

２．その他   3,176 210,134 20.5 20,261 282,656 25.9 30,611 671,451 30.9 

Ⅴ 営業外費用                     

１．支払利息   9,390     10,646     21,610     

２．新株発行費   7,908     7,302     28,399     

３．社債発行費償却   8,944     －     37,891     

４．持分法による投資
損失 

  378     6,378     8,303     

５．創立費   －     3,917     －     

６．その他   9,033 35,655 3.5 3,789 32,034 2.9 4,435 100,639 4.6 

経常損失     65,188 △6.4   240,668 △22.0   492,402 △22.6 

Ⅵ 特別利益                     

１．貸倒引当金戻入益   840     －     －     

２．投資有価証券売却
益 

  －     339,833     8,000     

３．その他   － 840 0.1 14,318 354,151 32.4 13,262 21,262 1.0 

           

Ⅶ 特別損失                     

１．固定資産除却損 ※４ 9,572     155,483     10,076     

２．ソフトウェア評価
損 

  328,392     －     328,392     

３．リース資産評価損   119,348     －     121,735     

４．連結調整勘定償却 ※５ 138,083     57,826     138,083     

５．棚卸資産除却損   －     36,594     －     

６．減損損失 ※６ －     15,876     －     

７．前期損益修正損 ※３ －     27,661     －     

８．その他   20,337 615,734 60.1 62,962 356,405 32.7 57,795 656,083 30.2 

税金等調整前中間
（当期）純損失 

    680,082 △66.4   242,922 △22.3   1,127,223 △51.8 

法人税、住民税及
び事業税 

  81,081     56,790     392,581     

法人税等調整額   37,823 118,904 11.6 △2,781 54,009 4.9 59,862 452,444 20.8 

少数株主損失     28,653 2.8   2,947 0.3   30,742 1.4 

中間（当期）純損
失 

    770,333 △75.2   293,984 △26.9   1,548,925 △71.2 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）               

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,792,764   3,809,281   1,792,764 

Ⅱ 資本剰余金増加高               

１．増資による新株発行   249,998 249,998 － － 2,016,516 2,016,516 

Ⅲ 資本剰余金減少高               

１．資本準備金取崩額   － － 1,104,165 1,104,165 － － 

Ⅳ 資本剰余金中間期末（期末）残
高 

    2,042,763   2,705,115   3,809,281 

        

（利益剰余金の部）               

Ⅰ 利益剰余金期首残高     198,748   △1,350,176   198,748 

Ⅱ 利益剰余金増加高               

１．資本準備金取崩額   －   1,104,165 1,104,165 －   

Ⅲ 利益剰余金減少高               

１．中間（当期）純損失   770,333 770,333 293,984 293,984 1,548,925 1,548,925 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残
高 

    △571,585   △539,995   △1,350,176 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

税金等調整前中間（当期）純
損失 

  △680,082 △242,922 △1,127,223 

減価償却費   135,363 90,937 234,922 

連結調整勘定償却   140,003 73,096 154,791 

持分法による投資損失   378 6,378 8,303 

貸倒引当金の増減額   △870 △2,786 2,017 

受取利息   △963 △8,611 △4,138 

支払利息   9,390 10,646 21,610 

売買目的有価証券の運用益   △206,958 △262,395 △640,840 

投資有価証券の売却益   － △339,833 － 

投資有価証券の売却損   － 2,388 － 

社債発行費償却額   8,944 － － 

固定資産除却損   9,572 155,483 10,076 

売上債権の増減額   272,215 24,928 518,048 

販売用ソフトウェアの増減額   △18,013 △3,993 △35,111 

棚卸資産除却損   － 36,594 － 

仕入債務の増減額   15,897 △25,812 22,884 

賞与引当金の増加額   － 5,727 14,785 

返品調整引当金の増減額   3,510 △9,714 15,754 

ソフトウェア評価損   328,392 － 328,392 

減損損失   － 15,876 － 

リース資産評価損   119,348 － 121,735 

その他   62,700 △1,709 810,986 

小計   198,830 △475,721 456,994 

利息及び配当金の受取額   1,049 8,793 4,235 

利息の支払額   △3,140 △10,983 △15,358 

法人税等の支払額   △136,569 △389,369 △133,982 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  60,169 △867,280 311,889 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

定期預金の払戻による収入   － 10,000 － 

定期預金の預入による支出   △350,000 － △360,000 

有形固定資産の取得による支
出 

  △1,086,323 △17,943 △1,114,564 

無形固定資産の取得による支
出 

  △115,674 △22,920 △116,337 

投資有価証券の取得による支
出 

  △30,000 △146,445 △1,166,436 

投資有価証券の売却による収
入 

  － 413,069 103,259 

有価証券の運用による収支   △58,373 1,533,852 △114,842 

関係会社株式の取得による支
出 

  △20,000 － △50,000 

関係会社株式の売却による収
入 

  － 45,400 － 

敷金保証金の差入による支出   6,202 283 27,787 

貸付による支出   － △750,100 △120,100 

貸付金の回収による収入   － 805,527 － 

新規連結子会社株式取得によ
る収入 

※２ － 2,405 94,138 

新規連結子会社株式取得によ
る支出 

※２ △51,037 － △51,037 

子会社株式追加取得による支
出 

  － △572,019 － 

その他   △43 △235 82,398 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △1,705,249 1,300,874 △2,785,733 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

短期借入金の減少額   △79,800 △15,000 △109,814 

長期借入れによる収入   700,000 － 800,000 

長期借入金の返済による支出   △33,441 △79,745 △109,712 

新株予約権付社債の発行によ
る収入 

  993,665 － 2,410,000 

株式の発行による収入   492,087 － 1,330,037 

自己株式の取得による支出   － △1,149,600 △510 

その他   △421 △7,302 － 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  2,072,091 △1,251,647 4,320,001 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額 

  3 3,892 56 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   427,015 △814,161 1,846,213 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,675,012 3,521,226 1,675,012 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※１ 2,102,027 2,707,064 3,521,226 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数  ５社 

連結子会社の名称 

㈱オックス・ブイ 

サイタックス㈱  

㈱日本證券新聞社  

㈱クレッシェンド  

上海兆虹信息技術有限公司 

当中間連結会計期間中にサイ

タックス㈱による株式取得によ

り子会社となった上海兆虹信息

技術有限公司は当中間連結会計

期間より連結の範囲に含めてお

ります。 

なお、サイタックス㈱による

上海兆虹信息技術有限公司の株

式取得は当中間連結会計期間末

（みなし取得日）のため、損益

計算書は連結しておりません。 

連結子会社の数  10社 

連結子会社の名称 

㈱オックス・ブイ 

サイタックス㈱  

㈱日本證券新聞社  

㈱クレッシェンド  

㈱ニューテクノロジー 

上海兆虹信息技術有限公司 

北京中貿奥斯軟件有限公司 

オックス情報販売㈱ 

オックス情報開発㈱ 

オックスキャピタル㈱ 

（旧㈱エスビーエル） 

当中間連結会計期間中に新た

に設立した北京中貿奥斯軟件有

限公司及びオックス情報開発

㈱、会社分割により新設された

オックス情報販売㈱、株式取得

により持分法適用関連会社から

子会社となったオックスキャピ

タル㈱（旧㈱エスビーエル）は

それぞれ当中間連結会計期間よ

り連結の範囲に含めておりま

す。 

連結子会社の数  ６社 

連結子会社の名称 

㈱オックス・ブイ 

サイタックス㈱  

㈱日本證券新聞社  

㈱クレッシェンド  

㈱ニューテクノロジー 

上海兆虹信息技術有限公司 

当連結会計年度においてサイ

タックス㈱による出資譲受によ

り子会社となった上海兆虹信息

技術有限公司及び株式交換によ

り子会社となった㈱ニューテク

ノロジーは当連結会計年度より

連結の範囲に含めております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用の関連会社の数 ２社 

会社の名称 

㈱スーパーリサーチ 

㈱エスビーエル 

㈱エスビーエルは、当社40％

出資により当中間連結会計期間

において新たに設立されたた

め、持分法の適用範囲に含めて

おります。 

持分法適用の関連会社の数 １社 

会社の名称 

㈱ＡＰＲＩ－Ｊａｐａｎ 

㈱スーパーリサーチは、当社

が同社の全保有株式を売却した

ため、持分法の適用範囲から除

外しております。 

 また、㈱エスビーエル（現オ

ックスキャピタル㈱）は当社が

同社株式を追加取得したことに

より保有比率が100%となり連結

子会社となったため持分法の適

用範囲から除外しております。 

持分法適用の関連会社の数 ３社 

会社の名称 

㈱スーパーリサーチ 

㈱ＡＰＲＩ－Ｊａｐａｎ 

平成17年８月30日に第三者割

当増資引き受け、27.3％の株式

を取得いたしました。 

㈱エスビーエル 

平成17年３月22日にオレガ株

式会社と共同で設立し、40.4％

の出資を行いました。 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社のうち、サイタック

ス㈱の中間決算日は９月30日であ

ります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

って、サイタックス㈱について

は、中間連結決算日現在で実施し

た仮決算に基づく中間財務諸表を

使用しております。 

 連結子会社のうち、上海兆虹信

息技術有限公司の決算日は12月31

日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

って、上海兆虹信息技術有限公司

については、同日現在の財務諸表

を使用し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引は連結決算上

必要な調整を行っております。 

 連結子会社のうち、サイタック

ス㈱の中間決算日は９月30日であ

ります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

って、サイタックス㈱について

は、中間連結決算日現在で実施し

た仮決算に基づく中間財務諸表を

使用しております。 

 連結子会社のうち、上海兆虹信

息技術有限公司及び北京中貿奥斯

軟件有限公司の決算日は12月31

日、㈱ニューテクノロジー及びオ

ックスキャピタル㈱の中間決算日

は２月28日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

って、上海兆虹信息技術有限公

司、北京中貿奥斯軟件有限公司、

㈱ニューテクノロジー及びオック

スキャピタル㈱については、同日

現在の財務諸表及び中間財務諸表

を使用し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引は連結決算上

必要な調整を行っております。 

 連結子会社のうち、サイタック

ス㈱の決算日は３月31日でありま

す。 

 連結財務諸表の作成に当たっ

て、サイタックス㈱については、

連結決算日現在で実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用しており

ます。 

 連結子会社のうち、上海兆虹信

息技術有限公司の中間決算日は６

月30日、㈱ニューテクノロジーの

決算日は８月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっ

て、上海兆虹信息技術有限公司及

び㈱ニューテクノロジーについて

は同日現在の中間財務諸表及び財

務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引は連結決算

上必要な調整を行っております。 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(1) 有価証券 

売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均

法により算定） 

なお、信用取引の有価証券に

ついては、売買目的有価証券に

準じ、時価法（売却原価は個別

法により算定） 

(1) 有価証券 

－ 

  

(1) 有価証券 

売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均

法により算定） 

なお、信用取引の有価証券に

ついては、売買目的有価証券に

準じ、時価法（売却原価は個別

法により算定） 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

時価のあるもの 

同左 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2) デリバティブ 

時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

 (3) たな卸資産 

商品 

総平均法による原価法 

(3) たな卸資産 

商品 

同左 

(3) たな卸資産 

商品 

同左 

 製品 

総平均法による原価法 

製品 

同左 

製品 

同左 

 仕掛品 

個別法による原価法 

仕掛品 

同左 

仕掛品 

同左 

 貯蔵品 

最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社にお

いては定率法、在外連結子会社

においては定額法によっており

ます。 

 また、当社及び国内連結子会

社は平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法によっ

ております。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

 建物 ３～50年

その他 ４～８年

    

   

 (2) 無形固定資産 

商標権 

 10年の定額法によっておりま

す。 

市場販売目的のソフトウェア 

見込販売量に基づく償却額と

３年を限度とする残存有効期間

に基づく均等配分額とを比較

し、いずれか大きい額を償却す

る方法によっております。 

(2) 無形固定資産 

商標権 

同左 

  

市場販売目的のソフトウェア 

同左 

(2) 無形固定資産 

商標権 

同左 

  

市場販売目的のソフトウェア 

同左 

 自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっ

ております。 

自社利用のソフトウェア 

同左 

自社利用のソフトウェア 

同左 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

(3) 重要な繰延資産の処理

方法 

(1) 新株発行費 

支出時に全額費用として処理

しております。 

(1) 新株発行費 

同左 

(1) 新株発行費 

同左 

 (2) 社債発行費 

商法施行規則の規定により３

年間で均等償却しております。 

(2)      － 

  

(2) 社債発行費 

商法施行規則の規定により３

年間で均等償却しております。 

 (3)      － 

  

(3) 創立費 

支出時に全額費用として処理

しております。 

(3)      － 

  

(4) 重要な引当金の計上基

準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

当社及び連結子会社は、従業

員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額のう

ち当中間連結会計期間負担額を

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

当社及び連結子会社は、従業

員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額のう

ち当連結会計年度負担額を計上

しております。 

 (3) 返品調整引当金 

当社は、商品の返品に伴う損

失に備えるため、返品の実績率

により損失見込額を計上してお

ります。 

(3) 返品調整引当金 

当社及び連結子会社は、商品

の返品に伴う損失に備えるた

め、返品の実績率により損失見

込額を計上しております。 

(3) 返品調整引当金 

同左 

(5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権は、中間連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

(6) 重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(7) 重要なヘッジ会計の方

法 

(1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、

特例処理の要件を満たしてい

るものについては、特例処理

を採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) 

金利スワップ 

(ヘッジ対象) 

借入金の利息 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) 

同左 

(ヘッジ対象) 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) 

同左 

(ヘッジ対象) 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

当社グループは、借入金の

金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っておりま

す。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の

要件を満たしているものにつ

いては、有効性の評価を省略

しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の

要件を満たしているものにつ

いては、有効性の評価を省略

しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の

要件を満たしているものにつ

いては、有効性の評価を省略

しております。 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

(8) その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 

消費税等の処理方法 

同左 

消費税等の処理方法 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、要求払い預金及び取

得日から３ヶ月以内に満期日の到

来する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない

短期的な投資からなっておりま

す。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

－ （固定資産の減損に係る会計基準）  － 

   当中間連結会計期間より、「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日 ））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。これに

より税金等調整前中間純損失は15,876

千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

き各資産の金額から直接控除しており

ます。 

  

－ （役員賞与に関する会計基準）  － 

   当中間連結会計期間より「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 企業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。 

  



表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

（中間連結貸借対照表） 

１．有形固定資産の「建物」及び「土地」は、前中間連

結会計期間まで、区分掲記しておりませんでしたが、

当中間連結会計期間末において資産の総額の100分の５

を超えたため区分掲記しました。 

なお、前中間連結会計期間末の「建物」の金額は

32,252千円、「土地」の金額は21,857千円でありま

す。 

（中間連結貸借対照表） 

１．流動資産の「未収入金」は、前中間連結会計期間ま

で、区分掲記しておりましたが、当中間連結会計期間

末において資産の総額の100分の５以下となったため

「その他」に含めて表示しております。 

なお、当中間連結会計期間末の「未収入金」の金額

は7,267千円であります。 

２．流動負債の「未払法人税等」は、前中間連結会計期

間まで、区分掲記しておりませんでしたが、当中間連

結会計期間末において重要性が増したため区分掲記し

ました。 

なお、前中間連結会計期間末の「未払法人税等」の

金額は27,687千円であります。 

２．投資その他の資産の「投資有価証券」及び「長期性

預金」は、前中間連結会計期間まで、区分掲記してお

りませんでしたが、当中間連結会計期間末において資

産の総額の100分の５を超えたため区分掲記しました。 

なお、前中間連結会計期間末の「投資有価証券」の

金額は244,901千円、「長期性預金」の金額は350,000

千円であります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

（法人事業税における外形標準課税

制度の導入） 

－ （法人事業税における外形標準課税

制度の導入） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に基づき、法人事業

税のうち付加価値割及び資本割6,153

千円につきましては、「販売費及び

一般管理費」に計上しております。 

  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に基づき、法人事業税のう

ち付加価値割及び資本割22,281千円

につきましては、「販売費及び一般

管理費」に計上しております。  

  － （投資事業有限責任組合への出資金

について） 

    「証券取引法等の一部を改正する

法律」（平成16年６月９日 法律第

97号）により、投資事業有限責任組

合やこれらに類する組合への出資が

有価証券とみなされたことに伴い、

投資事業組合への出資金（当連結会

計年度末30,000千円）を投資有価証

券に含めて表示しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（平成17年９月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 38,848千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 78,790千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 63,277千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保資産    

有価証券 865,130千円 

建物 410,693千円 

土地 618,372千円 

その他 54,575千円 

 計 1,948,772千円 

     

担保付債務    

短期借入金 878,156千円 

１年内返済予定長期

借入金 

90,000千円 

長期借入金 640,000千円 

 計 1,608,156千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保資産    

建物 438,695千円 

土地 618,372千円 

 計 1,057,068千円 

     

担保付債務    

１年内返済予定長期

借入金 

80,000千円 

長期借入金 560,000千円 

 計 640,000千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保資産    

有価証券 1,947,468千円 

建物 402,103千円 

土地 618,372千円 

その他 311,917千円 

 計 3,279,861千円 

     

担保付債務    

短期借入金 1,695,282千円 

１年内返済予定長期

借入金 

90,000千円 

長期借入金 595,000千円 

その他 9,768千円 

 計 2,390,050千円 

※３ 消費税等の取り扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動資産の「その他」に含めて表

示しております。 

※３ 消費税等の取り扱い 

同左 

※３        － 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

用及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬及び給与手当 155,081千円 

支払手数料 178,022千円 

研究開発費 145,163千円 

減価償却費 23,413千円 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

用及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬及び給与手当 263,401千円 

支払手数料 157,830千円 

研究開発費 16,607千円 

減価償却費 15,463千円 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

用及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬及び給与手当 331,614千円 

支払手数料 783,439千円 

研究開発費 215,472千円 

減価償却費 44,259千円 

※２ 有価証券運用益の内訳 

有価証券売却益 180,416千円 

有価証券評価益 78,227千円 

有価証券売却損 46,984千円 

その他 △4,701千円 

 計 206,958千円 

※２ 有価証券運用益の内訳 

有価証券売却益 768,416千円 

有価証券評価益 △367,963千円 

有価証券売却損 123,956千円 

その他 △14,100千円 

 計 262,395千円 

※２ 有価証券運用益の内訳 

有価証券売却益 343,874千円 

有価証券評価益 442,429千円 

有価証券売却損 126,719千円 

その他 △18,743千円 

 計 640,840千円 

※３        － ※３ 前期損益修正損は、過年度消費税等の

修正によるものであります。 

※３        － 

※４ 固定資産除却損の内訳は以下のとおり

であります。 

建物附属設備 

（有形固定資産） 
3,642千円 

工具、器具及び備品

（有形固定資産） 
89千円 

ソフトウェア 

（無形固定資産） 
5,840千円 

 計 9,572千円 

※４ 固定資産除却損の内訳は以下のとおり

であります。 

建物 

（有形固定資産） 
857千円 

その他 

（有形固定資産） 
376千円 

ソフトウェア 

（無形固定資産） 
152,507千円 

その他 

（無形固定資産） 
1,741千円 

 計 155,483千円 

※４ 固定資産除却損の内訳は以下のとおり

であります。 

建物 

（有形固定資産） 
4,023千円 

その他 

（有形固定資産） 
170千円 

ソフトウェア 

（無形固定資産） 
5,882千円 

 計 10,076千円 

※５ 連結調整勘定償却は、連結子会社であ

る㈱日本證券新聞社についてのもので

あります。 

※５ 連結調整勘定償却は、連結子会社であ

る㈱日本證券新聞社および㈱クレッシ

ェンドについてのものであります。 

※５        － 

※６        － ※６ 減損損失 

当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産について減損損失を

計上しました。 

遊休資産について資産の市場価格が著し

く下落したため、帳簿価額を第三者の不動

産鑑定士による鑑定評価額を基礎とした回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失（15,876千円）として特別損失に計上

しました。その内訳は、建物8,747千円、

土地7,129千円であります。 

場所 用途 種類 

東京都 

墨田区 
遊休資産 

建物および 

土地  

※６        － 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係（平成17年９月30日現在） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と

貸借対照表の現金及び預金勘定の中間期

末残高とは一致しております。 

同左 現金及び預金勘定 3,531,226千円 

満期までの期間が３ヶ

月を超える定期預金 
△10,000千円 

現金及び現金同等物 3,521,226千円 

※２ 株式の取得により新たに連結子会社と

なった会社の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに連結したこと

に伴う連結開始時の資産および負債の内

訳並びに株式の取得価額と取得のための

支出（純額）との関係は次のとおりであ

ります。 

※２ 株式の取得により新たに連結子会社と

なった会社の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに連結したこと

に伴う連結開始時の資産および負債の内

訳並びに株式の取得価額と取得のための

支出（純額）との関係は次のとおりであ

ります。 

※２ 株式の取得により新たに連結子会社と

なった会社の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに連結したこと

に伴う連結開始時の資産および負債の内

訳並びに株式の取得価額と取得のための

支出（純額）との関係は次のとおりであ

ります。 

上海兆虹信息技術有限公司 

流動資産 102,522千円 

固定資産 12,595千円 

連結調整勘定 51,677千円 

流動負債 △29,971千円 

内部利益の消去 △10,000千円 

上海兆虹信息技術有限

公司の取得価額 
126,823千円 

上海兆虹信息技術有限

公司の現金及び現金同

等物 

75,785千円 

差引：上海兆虹信息技

術有限公司取得のため

の支出 

51,037千円 

オックスキャピタル株式会社 

流動資産 27,509千円 

固定資産 2,764千円 

繰延資産 520千円 

連結調整勘定 7,253千円 

流動負債 △1,686千円 

小計 36,361千円 

オックスキャピタル株

式会社株式の既保有額 
△11,643千円 

オックスキャピタル株

式会社株式の取得価額 
24,718千円 

オックスキャピタル株

式会社の現金及び現金

同等物 

27,123千円 

差引：オックスキャピ

タル株式会社取得によ

る収入 

2,405千円 

上海兆虹信息技術有限公司 

流動資産 102,522千円 

固定資産 12,595千円 

連結調整勘定 51,677千円 

流動負債 △29,971千円 

内部利益の消去 △10,000千円 

上海兆虹信息技術有限

公司の取得価額 
126,823千円 

上海兆虹信息技術有限

公司の現金及び現金同

等物 

75,785千円 

差引：上海兆虹信息技

術有限公司取得のため

の支出 

51,037千円 

  

     

     

     

  

     

     

     

株式会社ニューテクノロジー 

流動資産 166,571千円 

固定資産 25,626千円 

連結調整勘定 76,990千円 

流動負債 △71,564千円 

固定負債 △58,625千円 

株式会社ニューテクノ

ロジー株式の取得価額

（但し、株式交換のた

め支出は無し） 

139,000千円 

株式会社ニューテクノ

ロジーの現金及び現金

同等物 

94,138千円 

差引：株式会社ニュー

テクノロジー取得によ

る収入 

94,138千円 

３         － 

     

     

     

３         － 

     

     

     

３  新株予約権の権利行使による増減は次

のとおりであります。 

新株予約権の権利行

使による資本金増加

額 

1,230,000千円 

新株予約権の権利行

使による資本準備金

増加額 

1,230,000千円 

権利行使による新株

予約権付社債減少額 
△2,460,000千円 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

有形固定資
産 その他 

74,100 45,162 28,938 

ソフトウェ
ア 

38,070 15,751 22,318 

合  計 112,170 60,914 51,256 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

有形固定資
産 その他 

71,258 46,295 24,963 

ソフトウェ
ア 

57,809 25,668 32,140 

合  計 129,067 71,963 57,103 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

有形固定資
産 その他 

71,258 39,440 31,818 

ソフトウェ
ア 

57,809 19,888 37,921 

合  計 129,067 59,328 69,739 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 20,181千円 

１年超 32,129千円 

合計 52,311千円 

１年内 22,197千円 

１年超 36,456千円 

合計 58,653千円 

１年内 25,109千円 

１年超 46,055千円 

合計 71,165千円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 16,146千円 

減価償却費相当

額 
15,549千円 

支払利息相当額 794千円 

支払リース料 13,171千円 

減価償却費相当

額 
12,582千円 

支払利息相当額 660千円 

支払リース料 15,672千円 

減価償却費相当

額 
15,467千円 

支払利息相当額 618千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

同左 同左 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

社債 5,000 5,038 38 

合計 5,000 5,038 38 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 192,875 

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 1,089,131 1,397,710 308,578 

(2)社債 60,000 80,000 20,000 

合計 1,149,131 1,477,710 328,578 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 32,822 



前連結会計年度末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）当事業年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損23,259千円を計上しております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照表計

上額が取得価額を

超えるもの 

(1) 株式 90,936 91,806 869 

(2) 債券       

社債 5,000 5,006 6 

小計 95,936 96,812 876 

連結貸借対照表計

上額が取得価額を

超えないもの 

株式 955,500 847,550 △107,950 

合計 合計 1,051,436 944,362 △107,073 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 89,697 

非上場債券 60,000 

その他 30,000 

合計 179,697 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年３月31日） 

  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況  

当中間連結会計期間末（平成18年３月31日） 

  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況  

前連結会計年度末（平成17年９月30日） 

  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況  

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

金利 
金利スワップ取引 

受取固定・支払変動  
50,000 △1,900 △1,900 

合計 50,000 △1,900 △1,900 

 （注）１．時価の算定方法 

  取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

    ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

金利 
金利スワップ取引 

受取固定・支払変動  
50,000 △329 △329 

合計 50,000 △329 △329 

 （注）１．時価の算定方法 

  取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

    ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

金利 
金利スワップ取引 

受取固定・支払変動  
50,000 △1,396 △1,396 

合計 50,000 △1,396 △1,396 

 （注）１．時価の算定方法 

  取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

    ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年10月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な事業内容 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、当社の総務・経理部門等の管理部門に係

る費用であります。 

当中間連結会計期間（自平成17年10月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な事業内容 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用242,886千円は、当社の総務・経理部門等の

管理部門に係る費用であります。 

 
情報サービス
事業 
（千円） 

出版事業 
（千円） 

システムイン
テグレーショ
ン事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 520,631 357,067 146,657 1,024,357 － 1,024,357 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 24,148 3,485 27,633 △27,633 － 

計 520,631 381,216 150,143 1,051,990 △27,633 1,024,357 

営業費用 551,382 408,317 146,902 1,106,601 157,423 1,264,024 

営業利益又は営業損失（△） △30,750 △27,101 3,240 △54,610 △185,056 △239,667 

事業区分 主要な事業内容 

情報サービス事業 ソフトウェア開発・販売、企業格付情報の販売、企業投資情報の販売 

出版事業 新聞及び出版物の販売 

システムインテグレーション事業 ソフトウェアの受託開発 

 
ソリューショ
ン事業 
（千円） 

メディア・コ
ンテンツ事業
（千円） 

ファイナンシ
ャル事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 689,353 395,074 7,167 1,091,595 － 1,091,595 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
73,060 65,163 － 138,223 △138,223 － 

計 762,413 460,237 7,167 1,229,818 △138,223 1,091,595 

営業費用 729,217 475,661 135,121 1,339,999 242,886 1,582,885 

営業利益又は営業損失（△） 33,195 △15,423 △127,953 △110,181 △381,109 △491,290 

事業区分 主要な事業内容 

ソリューション事業 ソフトウェア開発・販売、ソフトウェアの受託開発 

メディア・コンテンツ事業 新聞及び出版物の販売 

ファイナンシャル事業 金融サービス、企業投資情報の販売 



（事業区分の方法の変更） 

当中間連結会計期間において純粋持株会社体制へ移行したことに伴い、各事業の再編を行ったことにより、各事業区

分及びセグメントの区分及び名称について変更を行うものであります。 

 なお、従来の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は以下のとおりであります。 

当中間連結会計期間（自平成17年10月１日 至平成18年３月31日） 

 
情報サービス
事業 
（千円） 

出版事業 
（千円） 

システムイン
テグレーショ
ン事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 201,784 395,074 494,736 1,091,595 － 1,091,595 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
62,250 65,163 18,454 145,868 △145,868 － 

計 264,035 460,237 513,190 1,237,463 △145,868 1,091,595 

営業費用 343,955 475,661 511,339 1,330,956 251,929 1,582,885 

営業利益又は営業損失（△） △79,920 △15,423 1,851 △93,492 △397,798 △491,290 



前連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な事業内容 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用160,557千円は、当社の総務・経理部門等の

管理部門に係る費用であります。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年10月１日 至平成17年３月31日）において、本邦の売上高は、全セグメント

の売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自平成17年10月１日 至平成18年３月31日）において、本邦の売上高は、全セグメント

の売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日）において、本邦の売上高は、全セグメントの売

上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 
情報サービス
事業 
（千円） 

出版事業 
（千円） 

システムイン
テグレーショ
ン事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 890,714 820,763 464,600 2,176,077 － 2,176,077 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
52 108,356 21,988 130,397 △130,397 － 

計 890,766 929,119 486,588 2,306,475 △130,397 2,176,077 

営業費用 1,619,170 919,944 539,619 3,078,734 160,557 3,239,291 

営業利益又は営業損失（△） △728,403 9,174 △53,030 △772,259 △290,954 △1,063,214 

事業区分 主要な事業内容 

情報サービス事業 ソフトウェア開発・販売、企業格付情報の販売、企業投資情報の販売 

出版事業 新聞及び出版物の販売 

システムインテグレーション事業 ソフトウェアの受託開発 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成16年10月１日 至平成17年３月31日）において海外売上高が、連結売上高の10％

未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自平成17年10月１日 至平成18年３月31日）において海外売上高が、連結売上高の10％

未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日）において海外売上高が、連結売上高の10％未満

であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間（当期）純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり純資産額 23,104円42銭

１株当たり中間純損

失金額 

5,279円37銭

   

１株当たり純資産額   30,554円99銭

１株当たり中間純損

失金額 

1,618円30銭

   

１株当たり純資産額 32,721円87銭

１株当たり当期純損

失 

 9,994円97銭

   

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

当社は、平成16年４月19日付で株

式１株につき３株の株式分割を行っ

ております。 

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前中間連結

会計期間における１株当たり情報に

ついては、以下のとおりとなりま

す。 

１株当たり純資産額 13,818円78銭

１株当たり中間純利

益金額 
145円22銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額 

143円43銭

  

  

      

    

   

  

  

   

   

    

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

１株当たり中間（当期）純損失金額    

中間（当期）純損失（△）（千円） △770,333 △293,984 △1,548,925 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失

（△）(千円) 
△770,333 △293,984 △1,548,925 

普通株式の期中平均株式数（株） 145,914 181,662 154,971 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） － － － 

（うち新株予約権） (－) (－)   (－) 

 



項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

第２回転換社債型新株

予約権付社債（額面総

額460,000千円） 

第３回転換社債型新株

予約権付社債（額面総

額2,000,000千円） 

平成13年６月27日臨時

株主総会に基づく新株

引受権（株式の数207

株） 

平成15年12月18日定時

株主総会に基づく新株

予約権（新株予約権の

数3,400個） 

平成15年12月18日定時

株主総会に基づく新株

予約権（新株予約権の

数1,590個） 

これらの詳細について

は、「第４ 提出会社

の状況 １．株式等の

状況 （２）新株予約

権等の状況」に記載の

とおりであります。 

平成13年６月27日臨時

株主総会に基づく新株

引受権（株式の数207

株） 

平成15年12月18日定時

株主総会に基づく新株

予約権（新株予約権の

数3,400個） 

平成15年12月18日定時

株主総会に基づく新株

予約権（新株予約権の

数1,590個） 

平成17年12月20日定時

株主総会に基づく新株

予約権（新株予約権の

数5,500個） 

これらの詳細について

は、「第４ 提出会社

の状況 １．株式等の

状況 （２）新株予約

権等の状況」に記載の

とおりであります。 

平成13年６月27日臨時株

主総会に基づく新株引受

権（株式の数207株） 

平成15年12月18日定時株

主総会に基づく新株予約

権（新株予約権の数

3,400個） 

平成15年12月18日定時株

主総会に基づく新株予約

権（新株予約権の数

1,590個） 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

１．株式会社ニューテクノロジーとの株式 

交換 

当社と株式会社ニューテクノロジーは、

事業の拡大を図ることを目的として平成17

年２月23日開催の取締役会決議に基づき、

平成17年２月23日に株式会社ニューテクノ

ロジーが当社の完全子会社となる株式交換

契約を締結しました。当契約に当たり簡易

株式交換制度を利用するため、株式交換承

認株主総会は開催しておりません。 

なお、株式会社ニューテクノロジーにお

きましては、同年３月10日開催の株式交換

承認株主総会において同株式交換契約書の

承認を受けております。 

(1) 株式交換契約の概要 

① 株式交換の内容 

当社は、株式会社ニューテクノロジ

ーと商法第358条に定める方法により

株式交換を行っております。 

② 株式交換の日 

株式交換は平成17年４月12日に実施

しました。 

③ 株式交換に際して発行する株式及び

割当 

当社は、株式会社ニューテクノロジ

ーとの株式交換に際して、普通株式

1,000株を発行し、株式交換日の前日

最終の株式会社ニューテクノロジーの

株主名簿に記載された株主に対して、

その所有する株式会社ニューテクノロ

ジーの普通株式１株につき当社の株式

0.025株の割合をもって割当交付しま

した。 

④ 増加すべき資本金及び資本準備金額 

当社が、株式交換により、増加すべ

き資本金は30百万円であり、増加すべ

き資本準備金の額は、109百万円であ

ります。 

１．子会社の設立 

当社は、平成18年４月12日開催の取締役

会決議に基づき、当社全額出資による下記

の会社を設立いたしました。 

(1) 設立する会社の概要 

(2) 設立の目的 

ハワイでのユビキタス・コンピューテ

ィング・システム開発およびそれらに付

随する事業を、ソリューショングループ

のＩＴ事業の礎と位置づけ、今後のグル

ープ戦略に活かす事を目的としておりま

す。 

① 商号 AKIRAWORKS CORPORATION 

② 設立年月日 平成18年４月27日 

③ 本店所在地 4999 Kahala Avenue, 

Honolulu,Hawaii 

④ 資本金 1,000,000US$ 

 １．持分法適用の関連会社の子会社化 

平成17年10月24日開催の取締役会におい

て、持分法適用の関連会社である株式会社

エスビーエルの株式を取得し、子会社化す

ることを決議いたしました。 

(1) 株式取得の理由 

これまで、株式会社エスビーエルは、

同社単体で中小零細企業を対象としたビ

ジネスローン事業を計画し、本年８月17

日付けで貸金業免許の登録をいたしまし

た。その後、同社の前代表取締役社長落

合伸治が本年12月20日付けで当社の代表

取締役社長に就任することが内定し、今

後の当社のグループ戦略を再構築するこ

とといたしました。その一環として、当

社が同社の株式を取得し、完全子会社と

することが適切であると判断いたしまし

た。 

(2) 異動する子会社の概要 

① 商号 株式会社エスビーエル 

② 代表者 長倉 統己 

③ 所在地 東京都中央区日本橋 

小網町13番７号 

④ 設立年月日 平成17年３月22日 

⑤ 主な事業の 

内容 

金融関連業界の市場動

向調査、中小零細企業

市場の調査分析および

事業計画の策定 

⑥ 決算期 ８月末 

⑦ 従業員数 １名 

⑧ 主な事業所 本店 

⑨ 資本の額 50百万円 

⑩ 発行済株式 

総数 

1,000株 

⑪ 大株主構成および所有割合 

  オレガ株式会社 60.0％ 

  オックス情報株式会社 40.0％ 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

(2) 株式会社ニューテクノロジーの概要 

① 主な事業内容 

ソフトウェアの開発・販売 

② 売上高及び当期純利益（平成16年８

月期） 

③ 資産、負債、資本の状況 

（平成16年８月31日現在） 

売上高 479百万円 

当期純利益 14百万円 

資産合計 143百万円 

負債合計 88百万円 

資本合計 55百万円 

 ⑫ 最近事業年度における業績の動向 

  平成17年８月期 

  売上高 0百万円 

  営業利益 △14百万円 

  経常利益 △14百万円 

  当期純利益 △14百万円 

  総資産 37百万円 

  株主資本 35百万円 

 １株当たり配当金 0円00銭 

    (3) 株式の取得先 

① 商号 オレガ株式会社 

② 代表者 長倉 統己 

③ 本店所在地 東京都中央区日本橋 

小網町13番７号 

④ 主な事業 

内容 

中小企業向融資・ファ

イナンスコンサルティ

ング業務 

⑤ 当社との関係 株式会社エスビーエル

の共同出資者 

    (4) 取得株式数、取得金額および取得前後の

所有株式数の状況 

① 異動前の所

有株式数 

400株 (所有割合

40.0％) 

② 取得株式数 600株 (取得金額 

24百万円) 

③ 異動後の所

有株式数 

1,000株 (所有割合

100.0％) 

    (5) 日程 

平成17年10月24日 取締役会決議 

平成17年10月31日 株券引渡し期日 

    (6) 今後の見通し 

しかるべき時期にグループ戦略の発表と

合わせてお知らせする予定です。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

２．円建転換社債型新株予約権付社債の転換 

平成16年12月２日に発行した平成21年満

期円建転換社債型新株予約権付社債につ

き、平成17年４月５日から平成17年４月26

日の間に新株予約権行使が行われました。

その内容は下記のとおりであります。  

(1) 社債の減少額    1,420百万円  

(2) 資本金の増加額    710百万円  

(3) 資本準備金の増加額  710百万円  

(4) 株式の種類        普通株式  

(5) 増加した株式の数  12,879.09株 

２．子会社の設立 

当社は、平成18年５月15日開催の取締役

会決議に基づき、当社全額出資による下記

の会社を設立いたしました。 

(1) 設立する会社の概要 

(2) 設立の目的 

メディア戦略の一環としてのコンテン

ツの充実ならびに、メディアとしての新

聞・出版・ネット事業の強化を図ること

を目的としております。 

① 商号 株式会社マルコ 

② 設立年月日 平成18年６月１日 

③ 本店所在地 東京都中央区日本橋 

蛎殻町１丁目34番２号 

④ 資本金 20百万円 

 ２．会社分割 

平成17年９月26日開催の取締役会におい

て当社の情報サービス事業の一部を会社分

割する決議に基づき、平成17年11月１日に

オックス情報販売株式会社を設立登記いた

しました。 

(1) 会社分割の目的 

情報サービス業におけるコンピュータ

の利用環境が年々激変していることに鑑

み、システムの提供者側もユーザーニー

ズを先取りしながら情報サービス事業の

効率性を追求していく必要があります。

そのために、意思決定の迅速化、成果主

義の導入などを目的として会社分割を行

い、当該事業部門を当社グループにおけ

る高収益中核事業へと成長させることを

目指します。 

    (2) 会社分割の要旨 

① 分割の日程 

② 分割方式 

１．分割方式 

当社を分割会社とし、新設するオ

ックス情報販売株式会社を承継会社

とする簡易新設分割（分社型）とい

たします。なお、当社は、商法第374

条の６第１項の規定により、株主総

会の承認を得ずに、本会社分割を行

います。 

２．当分割方式を採用した理由 

国内における情報サービス事業の

運営に当たり、事業の経営効率の更

なる向上、追及等のためには、経営

資源の効率的かつ効果的な活用の図

れる分社型新設分割の方式によるこ

とが適切と判断いたしました。 

③ 株式の割当 

分割により設立するオックス情報販

売株式会社が分割に際して発行する株

式（1,000株）のすべてが当社に割り当

てられます。 

④ 分割交付金 

分割交付金の支払いはありません。 

分割計画書承認

取締役会 

平成17年９月26日 

分割期日 平成17年11月１日 

分割登記 平成17年11月１日 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

    ⑤ 新設分割にて設立する会社が承継す

る権利義務 

オックス情報販売株式会社は、分割

会社の情報サービス部門において業務

遂行上必要と判断される資産および同

部門において顧客との間で締結してい

るアラーム管理システムに関する使用

権許諾契約及び保守契約上の権利・義

務等を継承いたします。 

⑥ 債務履行の見込み 

本会社分割後の分割会社（当社）お

よび新設会社（オックス情報販売株式

会社）が負担すべき債務につきまして

は、履行期における履行の見込みがあ

るものと判断いたしました。 

⑦ 新設分割会社に就任する役員 

・代表取締役社長 落合 伸治 

・取  締  役 田中 威明 

・取  締  役 塙  大輔 

・取  締  役 小川 泰史 

・監  査  役 永井 健二 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

    (3) 分割当事者の概要（平成17年９月30日

現在） 

① 商号 オックス情報株式会

社 

（分割会社） 

〔平成17年９月30

日〕 

オックス情報販売

株式会社 

（新設会社） 

〔平成17年11月１

日見込み〕 

② 事業 

内容 

財務分析ソフトウェ

アの販売、財務格付

情報のデータ配信、

企業信用リスク管理

システムの開発・販

売・保守サービスの

展開 

財務分析ソフトウ

ェアの販売、財務

格付情報の提携販

売、新規システム

の販売、保守サー

ビス契約の代行 

③ 設立 

年月日 

平成11年10月１日 平成17年11月１日 

④ 本店 

所在地 

東京都中央区 

日本橋小網町 

13番７号 

東京都中央区 

日本橋小網町 

13番７号 

⑤ 代表者 代表取締役社長 

篠原 猛 

代表取締役社長 

落合伸治 

⑥ 資本金 3,607,516千円 50,000千円 

⑦ 発行済 

株式数 

182,325.4株 1,000株 

⑧ 株主 

資本 

6,186,247千円 50,000千円 

⑨ 総資産 7,935,586千円 110,453千円 

⑩ 決算期 ９月30日 ９月30日 

⑪ 従業員

数 

33人 ７人 

⑫ 主要 

取引先 

・株式会社日立ハイ

テクノロジーズ 

・株式会社オービッ

ク 

・ダイアモンド・コ

ンピュータ・サ

ービス株式会社 

  

⑬ 大株主

及び持

ち株比

率（平

成17年

３月31

日現

在） 

伊藤祥司21.12% 

大阪証券金融株式会

社10.31% 

篠原 猛6.95% 

畑崎美代子1.09% 

藤原 優0.84% 

オックス情報株式

会社100% 

⑭ 主要取

引銀行 

三井住友銀行/ 

本店営業部 

みずほ銀行/ 

有楽町支店 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

    ⑮ 当事会

社の関

係 

資本関係 オックス情報販売株式会

社はオックス情報株式会

社の100％子会社 

人的関係 オックス情報株式会社は

オックス情報販売株式会

社に取締役および監査役

を派遣し、従業員を出向

させる。 

取引関係 オックス情報株式会社は

オックス情報販売株式会

社に販売用ソフトウェア

と信用格付情報のデータ

等を提供する。 

    (4) 分割する事業部門の内容 

① 事業の概況 

・信用格付ソフトウェア（アラーム管

理）の開発・製造・販売 

・企業格付ソフトウェア（ＯＸＰｅ

ｎ：上場企業のみ）の提供、その他 

② 分割する事業部門の平成17年３月31

日現在における経営成績 

・半期売上高 ＝ 518,732千円 

③ 分割する資産、負債の項目（平成17

年９月30日現在での試算） 

・分割する 

資産項目 ＝ 現預金50,000千円 

      売掛金60,453千円 

・分割する負債項目はありません。 

    (5) 分割後の当社の状況 

① 商号 オックス情報株式会社 

② 事業の内容 ・財務格付ソフトウェ

アの開発・製造・販

売 

・信用格付情報の製作

及び配信 

③ 本店所在地 東京都中央区日本橋 

小網町13番７号 

④ 代表者 伊藤 祥司 

⑤ 資本金 3,607,516千円 

⑥ 総資産 7,855,738千円 

    
（注）平成17年11月１

日予定数値 

⑦ 決算期 ９月30日 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

    ⑧ 業績に与える

影響 

本会社分割は、分割期

日が平成17年11月１日

であるため、同年９月

期の当社業績および当

社連結業績には影響あ

りません。来期以降に

つきましては、当社は

オックス情報販売株式

会社にソフトウェアお

よび情報の卸売販売を

行うため、当社業績に

軽微な影響はあるも

の、当社連結業績に対

する影響はございませ

ん。 

 ３．       －  ３．       － ３．純粋持株会社体制への移行 

平成17年11月11日開催の取締役会におい

て、グループ経営の強化とスピード経営の

実現および事業再編の機動性の確保を目的

として平成18年２月１日をもちまして純粋

持株会社体制へ移行する方針を決定いたし

ました。 

(1) 純粋持株会社体制への移行理由 

当社は、平成18年２月１日付をもちま

して、純粋持株会社体制へと移行してま

いります。また、商号を「オックスホー

ルディングス株式会社」に変更した上

で、グループの純粋持株会社として引き

続き上場してまいります。 

今後は、当社グループは、純粋持株会

社体制のもと、グループ経営の強化およ

び各事業会社の自己責任経営とスピード

経営を実現し、事業再編の機動性の確保

を図りグループ企業価値の最大化を目指

してまいります。 

(2) 純粋持株会社移行および商号変更日 

平成18年２月１日 

(3) 新商号（英文表記） 

オックスホールディングス株式会社 

（ＯＸＨoldings Ｃo., Ｌtd.） 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

    (4) 純粋持株会社体制移行後の事業会社等

の体制 

（事業会社） 

オックス情報販売株式会社 

国内外企業の財務・信用に関する

格付および格付情報の販売、コン

ピュータソフトウェアの販売・保

守等 

オックス情報開発株式会社 

コンピュータソフトウェアの開

発・保守、システムインテグレー

ション事業の受託開発等（予定） 

株式会社ニューテクノロジー 

業務の電算化のためのコンサルテ

ィング・企画・立案・プログラム

の設計制作 

サイタックス株式会社 

コンピュータソフトウェア・ハー

ドウェアの研究開発及び輸出入等 

株式会社エスビーエル 

金融業 

株式会社クレッシェンド 

投資顧問業 

株式会社日本證券新聞社 

日刊紙の発行、書籍の制作発刊、

インターネットによる情報提供事

業等 

株式会社オックス・ブイ 

有価証券の売買および保有、投資

顧問業等 

北京中貿奥斯軟件有限公司 

中国におけるソフトウェアおよび

関連商品の開発・輸入・自社製

品、関連コンサルティングサービ

スおよびアフターサービス 

４．       － ４．       － ４．中国商務部経済研究院との合作会社設立

と出資完了 

平成17年５月27日開催の取締役会におい

て決議された「北京合弁会社設立」につ

き、平成17年10月９日に中国商務部経済研

究院との合作会社設立が認可され、平成17

年11月10日に出資が完了いたしました。 

(1) 合作会社の 

名称 

北京中貿奥斯軟件有限

公司 

(2) 設立年月日 平成17年10月９日 

(3) 所在地 中国北京市東城区安定

門外東後巷28号４号楼

208室 

(4) 董事長 伊藤 祥司（当社代表

取締役） 

(5) 決算期 12月31日 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

    (6) 資本金 500万人民元（72,650

千円） 

(7) 従業員 15名（予定） 

(8) 事業内容 ソフトウェア及びその

関連商品の開発、輸

入、自社製品販売、関

連コンサルティングサ

ービスおよびアフター

サービスならびに上述

の経営項目に関連する

付随業務 

(9) 当社の出資額 500万人民元（72,650

千円） 

(10) 当社出資 

年月日 

平成17年11月10日 

(11) 合作条件 中国商務部研究院は、

その保有する情報調査

のルート、データベー

ス、人員および市場を

合作条件として提供す

る。 

(12) 当社業績への

影響 

合作会社は当社の子会

社となりますが、当社

の連結業績への影響に

つきましては策定中で

あります。 

５．        － ５．        － ５．子会社の設立 

当社は、平成17年11月16日開催の取締役

会において、当社全額出資による下記の会

社を設立することを決定いたしました。 

(1) 設立する会社の概要 

(2) 設立の目的 

「平成18年２月１日をもって純粋持株

会社体制へ移行する方針」に基づき、シ

ステムの開発・維持業務のより一層の充

実と範囲の拡大を目指し、グループ全体

の業容拡大に寄与させることを目的とし

ております。 

① 商号 オックス情報開発株式会

社 

② 設立年月日 平成17年11月21日 

③ 本店所在地 東京都中央区日本橋 

小網町13番７号 

④ 資本金 30,000千円 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成17年３月31日) 

当中間会計期間末 
(平成18年３月31日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  1,860,565   1,256,050   2,818,703   

２ 売掛金  463,610   177,551   146,284   

３ たな卸資産  2,978   2,045   29,032   

４ 未収入金  1,482,737   －   －   

５ 短期貸付金  535,000   855,000   1,225,000   

６ その他 ※２ 35,456   91,630   199,422   

流動資産合計   4,380,348 63.7  2,382,278 39.3  4,418,443 55.7 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１             

 (1)建物 ※４ 483,665   457,164   471,592   

 (2)土地 ※４ 640,230   633,101   640,230   

 (3)その他   4,293   4,051   6,406   

 有形固定資産合計   1,128,189   1,094,316   1,118,229   

２ 無形固定資産  －   28,724   －   

 (1)ソフトウェア  346,495   －   300,986   

 (2)その他  28,950   －   29,530   

無形固定資産合計  375,446   28,724   330,516   

３ 投資その他の資産           

 (1)投資有価証券  197,913   1,105,840   905,671   

 (2)関係会社株式   396,400   1,092,523   803,195   

 (3)長期性預金  350,000   350,000   350,000   

 (4)その他  21,534   7,801   9,529   

投資その他の資産合
計  965,847   2,556,165   2,068,396   

固定資産合計   2,469,483 35.9  3,679,206 60.7  3,517,143 44.3 

Ⅲ 繰延資産   28,946 0.4  － －  － －

資産合計   6,878,778 100.0  6,061,485 100.0  7,935,586 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
(平成17年３月31日) 

当中間会計期間末 
(平成18年３月31日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金  47,715   36,419   57,884   

２ 短期借入金  25,000   25,000   25,000   

３ １年以内返済予定
長期借入金 

※４ 99,102   80,000   94,002   

４ その他 ※２ 131,203   123,947   726,564   

流動負債合計   303,020 4.4  265,367 4.4  903,451 11.4 

Ⅱ 固定負債           

１ 新株予約権付社債   2,460,000   －   －   

２ 長期借入金 ※４ 641,167   660,000   695,441   

３ その他  576   188,573   150,446   

固定負債合計   3,101,743 45.1  848,573 14.0  845,887 10.6 

負債合計   3,404,764 49.5  1,113,940 18.4  1,749,338 22.0 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,919,998 27.9  3,607,516 59.5  3,607,516 45.5 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  2,042,763   901,880   3,809,281   

２ その他資本剰余金              

(1)資本金及び資本準
備金減少差益  －   1,803,235   －   

資本剰余金合計   2,042,763 29.7  2,705,115 44.6  3,809,281 48.0 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 特別償却準備金  10,091   8,072   10,091   

２ 中間（当期）未処
理損失  498,860   307,449   1,106,183   

利益剰余金合計   △488,769 △7.1  △299,376 △4.9  △1,096,092 △13.8 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   22 0.0  84,400 1.4  △133,946 △1.7 

Ⅴ 自己株式   － －  △1,150,110 △19.0  △510 △0.0 

資本合計   3,474,014 50.5  4,947,545 81.6  6,186,247 78.0 

負債資本合計   6,878,778 100.0  6,061,485 100.0  7,935,586 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   518,732 100.0  209,008 100.0  887,737 100.0 

Ⅱ 売上原価   171,170 33.0  117,158 56.1  346,830 39.1 

売上総利益   347,561 67.0  91,850 43.9  540,906 60.9 

返品調整引当金繰
入額   5,657 1.1  189 0.1  11,164 1.2 

差引売上総利益   341,904 65.9  91,660 43.8  529,742 59.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   497,115 95.8  299,792 143.4  1,097,728 123.7 

営業損失   155,210 △29.9  208,131 △99.6  567,986 △64.0 

Ⅳ 営業外収益 ※１  25,770 5.0  52,973 25.4  62,278 7.0 

Ⅴ 営業外費用 ※２  24,602 4.8  17,070 8.2  81,051 9.1 

経常損失   154,042 △29.7  172,227 △82.4  586,758 △66.1 

Ⅵ 特別利益 ※４  － －  221,093 105.8  78,367 8.8 

Ⅶ 特別損失 ※5,6  541,103 104.3  356,526 170.6  618,114 69.6 

税引前中間(当期)
純損失   695,145 △134.0  307,661 △147.2  1,126,505 △126.9 

法人税、住民税及
び事業税  10,243     605     180,711     

法人税等調整額  35,737 45,981 8.9 △817 △212 △0.1 41,232 221,944 25.0 

中間（当期）純損
失   741,126 △142.9  307,449 △147.1  1,348,450 △151.9 

前期繰越利益又は
前期繰越損失
（△） 

  242,266   △1,104,165   242,266  

資本準備金取崩に
よる繰越損失填補
額 

  －   1,104,165   －  

中間（当期）未処
理損失   498,860   307,449   1,106,183  

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 ②その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2)たな卸資産 

①商品 

総平均法による原価法 

(2)たな卸資産 

①商品 

－ 

(2)たな卸資産 

①商品 

総平均法による原価法 

 ②製品 

総平均法による原価法 

②製品 

－ 

②製品 

総平均法による原価法 

 ③仕掛品 

個別法による原価法 

③仕掛品 

－ 

－ 

  

 ④貯蔵品 

最終仕入原価法 

④貯蔵品 

同左 

③貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却方法 (1)有形固定資産 

定率法によっております。 

 また、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）は定額法によっておりま

す。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物      ３～50年 

工具、器具及び備品 

        ４～８年 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。 

 また、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）は定額法によっておりま

す。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物      ８～50年 

工具、器具及び備品 

        ４～８年 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。 

 但し、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物付属設備

は除く）については、定額法に

よっております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物      ８～50年 

工具、器具及び備品 

        ４～８年 

 (2)無形固定資産 

商標権 

 10年の定額法によっており

ます。 

市場販売目的のソフトウェア 

 見込販売数量に基づく償却

額と３年を限度とする残存有

効期間に基づく均等配分額と

を比較し、いずれか大きい額

を償却する方法によっており

ます。 

(2)無形固定資産 

商標権 

同左 

  

－ 

  

(2)無形固定資産 

商標権 

同左 

  

市場販売目的のソフトウェア 

 見込販売数量に基づく償

却額と３年を限度とする残

存有効期間に基づく均等配

分額とを比較し、いずれか

大きい額を償却する方法に

よっております。 

 自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によ

っております。 

自社利用のソフトウェア 

同左 

自社利用のソフトウェア 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

３．繰延資産の処理方法 (1)新株発行費 

 支出時に全額費用として処理

しております。 

(1)新株発行費 

同左 

(1)新株発行費 

同左 

 (2)社債発行費 

商法施行規則の規定により３

年間で均等償却しております。 

－ 

  

(2)社債発行費 

商法施行規則の規定により３

年間で均等償却しております。

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額のうち当中間会計期間負担額

を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額のうち当期負担額を計上して

おります。 

 (3) 返品調整引当金 

商品の返品に伴う損失に備え

るため、返品の実績率により損

失見込額を計上しております。 

(3) 返品調整引当金 

同左 

(3) 返品調整引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

６．重要なヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、

特例処理の要件を満たしてお

りますので、特例処理を採用

しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) 

金利スワップ 

(ヘッジ対象) 

借入金の利息 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) 

同左 

(ヘッジ対象) 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) 

同左 

(ヘッジ対象) 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

当社グループは、借入金の

金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っておりま

す。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の

要件を満たしているため、有

効性の評価を省略しておりま

す。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の

要件を満たしているため、有

効性の評価を省略しておりま

す。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の

要件を満たしているため、有

効性の評価を省略しておりま

す。 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1)消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 

(1)消費税等の処理方法 

同左 

(1)消費税等の処理方法 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

－ （固定資産の減損に係る会計基準）  － 

   当中間会計期間より、「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日 ））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより

税引前中間純損失は15,876千円増加し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

  

－ （役員賞与に関する会計基準）  － 

   当中間会計期間より「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委員会

企業会計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。 

  



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

（中間貸借対照表） 

有形固定資産の「建物」及び「土地」は、前中間会計

期間まで、区分掲記しておりませんでしたが、当中間会

計期間末において資産の総額の100分の５を超えたため区

分掲記しました。 

なお、前中間会計期間末の「建物」の金額は32,252千

円、「土地」の金額は21,857千円であります。 

（中間貸借対照表） 

１．流動資産の「未収入金」は、前中間会計期間ま

で、区分掲記しておりましたが、当中間会計期間末にお

いて資産の総額の100分の５以下となったため「その他」

に含めて表示しております。 

なお、当中間会計期間末の「未収入金」の金額は

12,700千円であります。 

－ 

  

２．無形固定資産の「ソフトウェア」は、前中間会計

期間まで、区分掲記しておりましたが、当中間会計期間

末において資産の総額の100分の５以下となったため「無

形固定資産」に含めて表示しております。 

なお、当中間会計期間末の「ソフトウェア」の金額は

262千円であります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

（法人事業税における外形標準課税

制度の導入） 
－ 

（法人事業税における外形標準課税

制度の導入） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に基づき、法人事業税のう

ち付加価値割及び資本割4,760千円に

つきましては、「販売費及び一般管

理費」に計上しております。 

  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に基づき、法人事業税のうち

付加価値割及び資本割18,675千円に

つきましては、「販売費及び一般管

理費」に計上しております。  

  － 
（投資事業有限責任組合への出資金

について） 

  

  「証券取引法等の一部を改正する

法律」（平成16年６月９日 法律第

97号）により、投資事業有限責任組

合やこれらに類する組合への出資が

有価証券とみなされたことに伴い、

投資事業組合への出資金（当期末

30,000千円）を投資有価証券に含め

て表示しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年３月31日） 

前事業年度末 
（平成17年９月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 29,721千円  52,589千円  43,801千円 

※２ 消費税等の取り扱い ※２ 消費税等の取り扱い ※２        － 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

  

 ３ 偶発債務  ３ 偶発債務  ３ 偶発債務 

債務保証 

次の関係会社について、金融機関から

の借入及びリース会社とのリース契約に

対し債務保証を行っております。  

  

保証先 
金額 
（千円） 

内容 

サイタックス㈱ 66,400 借入債務  

㈱日本證券新聞社 65,000 借入債務  

㈱日本證券新聞社 118,165 リース契約 

合  計 249,565 －  

債務保証 

次の関係会社について、金融機関から

の借入及びリース会社とのリース契約に

対し債務保証を行っております。  

  

保証先 
金額 
（千円）

内容 

サイタックス㈱ 32,800 借入債務  

㈱日本證券新聞社 20,000 借入債務  

㈱日本證券新聞社 96,302 リース契約

㈱オックス・ブイ 121,695 リース契約

合  計 270,797 －  

債務保証 

次の関係会社について、金融機関から

の借入及びリース会社とのリース契約に

対し債務保証を行っております。 

  

保証先 
金額 
（千円） 

内容 

サイタックス㈱ 49,600 借入債務  

㈱日本證券新聞社 35,000 借入債務  

㈱日本證券新聞社 134,564 リース契約

㈱オックス・ブイ 136,298 リース契約

合  計 355,462 －  

※４ 担保資産及び担保付債務 

担保資産    

建物 410,693千円 

土地 618,372千円 

合計 1,029,066千円 

     

担保付債務    

１年内返済予定長期

借入金 

90,000千円 

長期借入金 640,000千円 

合計 730,000千円 

※４ 担保資産及び担保付債務 

担保資産    

建物 438,695千円 

土地 618,372千円 

合計 1,057,068千円 

     

担保付債務    

１年内返済予定長期

借入金 

80,000千円 

長期借入金 560,000千円 

合計 640,000千円 

※４ 担保資産及び担保付債務 

担保資産    

建物 402,103千円 

土地 618,372千円 

合計 1,020,476千円 

     

担保付債務    

１年内返済予定長期

借入金 

90,000千円 

長期借入金 595,000千円 

合計 685,000千円 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 7,389千円 

有価証券利息 76千円 

受取利息 22,044千円 

有価証券利息 608千円 

受取利息 19,914千円 

有価証券利息 736千円 

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 7,667千円 

新株発行費 7,908千円 

社債発行費償却額 8,944千円 

支払利息 10,320千円 

新株発行費 6,727千円 

     

支払利息 17,968千円 

新株発行費 24,994千円 

社債発行費償却額 37,891千円 

 ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 7,797千円 

無形固定資産 103,730千円 

有形固定資産 10,782千円 

無形固定資産 57,200千円 

有形固定資産 22,200千円 

無形固定資産 176,337千円 

※４         － ※４ 特別利益の主要項目 ※４ 特別利益の主要項目 

     

     

投資有価証券売却益 221,093千円 

     

投資有価証券売却益 67,185千円 

子会社株式売却益 11,182千円 

※５ 特別損失の主要項目 ※５ 特別損失の主要項目 ※５ 特別損失の主要項目 

ソフトウェア評価損 290,142千円 

子会社株式評価損 231,000千円 

ソフトウェア除却損 138,581千円 

減損損失 15,876千円 

固定資産評価損 290,142千円 

子会社株式評価損 271,937千円 

※６         － ※６ 減損損失 

当中間会計期間において、当社は以下

の資産について減損損失を計上しまし

た。 

遊休資産について資産の市場価格が著し

く下落したため、帳簿価額を第三者の不動

産鑑定士による鑑定評価額を基礎とした回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失（15,876千円）として特別損失に計上

しました。その内訳は、建物8,747千円、

土地7,129千円であります。 

場所 用途 種類 

東京都 

墨田区 
遊休資産 

建物および 

土地  

※６         － 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成18年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成17年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

有形固定資
産 その他 

24,631 9,063 15,567 

ソフトウェ
ア 

4,870 811 4,058 

合  計 29,501 9,874 19,626 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

有形固定資
産 その他 

28,474 8,655 19,819 

ソフトウェ
ア 

24,608 4,088 20,520 

合  計 53,083 12,744 40,339 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

有形固定資
産 その他 

28,474 5,914 22,560 

ソフトウェ
ア 

24,608 1,627 22,980 

合  計 53,083 7,541 45,541 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 5,080千円 

１年超 14,946千円 

合計 20,027千円 

１年内 10,114千円 

１年超 31,355千円 

合計 41,470千円 

１年内 9,962千円 

１年超 36,440千円 

合計 46,403千円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 3,609千円 

減価償却費相当額 3,519千円 

支払利息相当額 344千円 

支払リース料 5,442千円 

減価償却費相当額 5,149千円 

支払利息相当額 510千円 

支払リース料 4,526千円 

減価償却費相当額 4,714千円 

支払利息相当額 291千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左  同左  

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

同左  同左 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間（当期）純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり純資産額 23,668円65銭

１株当たり中間純損

失金額 

5,079円20銭

   

１株当たり純資産額 31,250円09銭

１株当たり中間純損

失金額 

1,692円43銭

   

１株当たり純資産額 33,930円52銭

１株当たり当期純損

失 

 8,701円33銭

   

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

当社は、平成16年４月19日付で株

式１株につき３株の株式分割を行っ

ております。 

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前中間会計

期間における１株当たり情報につい

ては、以下のとおりとなります。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

  

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

  

１株当たり純資産額 14,134円37銭

１株当たり中間純利

益金額 
212円70銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額 

210円08銭

   

   

   

   

   

   

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

１株当たり中間（当期）純利益金額又は

１株当たり中間（当期）純損失金額 
   

中間（当期）純利益又は中間（当期）

純損失（△）（千円） 
△741,126 △307,449 △1,348,450 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は中間（中間）純損失（△）(千円) 
△741,126 △307,449 △1,348,450 

普通株式の期中平均株式数（株） 145,914 181,662 154,971 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益 
   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） － － － 

（うち新株予約権） (－) (－)  (－)  

 



次へ  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

第２回転換社債型新株

予約権付社債（額面総

額460,000千円） 

第３回転換社債型新株

予約権付社債（額面総

額2,000,000千円） 

平成13年６月27日臨時

株主総会に基づく新株

引受権（株式の数207

株） 

平成15年12月18日定時

株主総会に基づく新株

予約権（新株予約権の

数3,400個） 

平成15年12月18日定時

株主総会に基づく新株

予約権（新株予約権の

数1,590個） 

これらの詳細について

は、「第４ 提出会社

の状況 １．株式等の

状況 （２）新株予約

権等の状況」に記載の

とおりであります。 

平成13年６月27日臨時

株主総会に基づく新株

引受権（株式の数207

株） 

平成15年12月18日定時

株主総会に基づく新株

予約権（新株予約権の

数3,400個） 

平成15年12月18日定時

株主総会に基づく新株

予約権（新株予約権の

数1,590個） 

平成17年12月20日定時

株主総会に基づく新株

予約権（新株予約権の

数5,500個） 

これらの詳細について

は、「第４ 提出会社

の状況 １．株式等の

状況 （２）新株予約

権等の状況」に記載の

とおりであります。 

平成13年６月27日臨時株

主総会に基づく新株引受

権（株式の数207株） 

平成15年12月18日定時株

主総会に基づく新株予約

権（新株予約権の数

3,400個） 

平成15年12月18日定時株

主総会に基づく新株予約

権（新株予約権の数

1,590個） 

  



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

１．株式会社ニューテクノロジーとの株式 

交換 

当社と株式会社ニューテクノロジーは、

事業の拡大を図ることを目的として平成17

年２月23日開催の取締役会決議に基づき、

平成17年２月23日に株式会社ニューテクノ

ロジーが当社の完全子会社となる株式交換

契約を締結しました。当契約に当たり簡易

株式交換制度を利用するため、株式交換承

認株主総会は開催しておりません。 

なお、株式会社ニューテクノロジーにお

きましては、同年３月10日開催の株式交換

承認株主総会において同株式交換契約書の

承認を受けております。 

(1) 株式交換契約の概要 

① 株式交換の内容 

当社は、株式会社ニューテクノロジ

ーと商法第358条に定める方法により

株式交換を行っております。 

② 株式交換の日 

株式交換は平成17年４月12日に実施

しました。 

③ 株式交換に際して発行する株式及び

割当 

当社は、株式会社ニューテクノロジ

ーとの株式交換に際して、普通株式

1,000株を発行し、株式交換日の前日

最終の株式会社ニューテクノロジーの

株主名簿に記載された株主に対して、

その所有する株式会社ニューテクノロ

ジーの普通株式１株につき当社の株式

0.025株の割合をもって割当交付しま

した。 

④ 増加すべき資本金及び資本準備金額 

当社が、株式交換により、増加すべ

き資本金は30百万円であり、増加すべ

き資本準備金の額は、109百万円であ

ります。 

１．子会社の設立 

当社は、平成18年４月12日開催の取締役

会決議に基づき、当社全額出資による下記

の会社を設立いたしました。 

(1) 設立する会社の概要 

(2) 設立の目的 

ハワイでのユビキタス・コンピューテ

ィング・システム開発およびそれらに付

随する事業を、ソリューショングループ

のＩＴ事業の礎と位置づけ、今後のグル

ープ戦略に活かす事を目的としておりま

す。 

① 商号 AKIRAWORKS CORPORATION 

② 設立年月日 平成18年４月27日 

③ 本店所在地 4999 Kahala Avenue, 

Honolulu,Hawaii 

④ 資本金 1,000,000US$ 

 １．持分法適用の関連会社の子会社化 

平成17年10月24日開催の取締役会におい

て、持分法適用の関連会社である株式会社

エスビーエルの株式を取得し、子会社化す

ることを決議いたしました。 

(1) 株式取得の理由 

これまで、株式会社エスビーエルは、

同社単体で中小零細企業を対象としたビ

ジネスローン事業を計画し、本年８月17

日付けで貸金業免許の登録をいたしまし

た。その後、同社の前代表取締役社長落

合伸治が本年12月20日付けで当社の代表

取締役社長に就任することが内定し、今

後の当社のグループ戦略を再構築するこ

とといたしました。その一環として、当

社が同社の株式を取得し、完全子会社と

することが適切であると判断いたしまし

た。 

(2) 異動する子会社の概要 

① 商号 株式会社エスビーエル 

② 代表者 長倉 統己 

③ 所在地 東京都中央区日本橋 

小網町13番７号 

④ 設立年月日 平成17年３月22日 

⑤ 主な事業の 

内容 

金融関連業界の市場動

向調査、中小零細企業

市場の調査分析および

事業計画の策定 

⑥ 決算期 ８月末 

⑦ 従業員数 １名 

⑧ 主な事業所 本店 

⑨ 資本の額 50百万円 

⑩ 発行済株式 

総数 

1,000株 

⑪ 大株主構成および所有割合 

  オレガ株式会社 60.0％ 

  オックス情報株式会社 40.0％ 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

(2) 株式会社ニューテクノロジーの概要 

① 主な事業内容 

ソフトウェアの開発・販売 

② 売上高及び当期純利益（平成16年８

月期） 

③ 資産、負債、資本の状況 

（平成16年８月31日現在） 

売上高 479百万円 

当期純利益 14百万円 

資産合計 143百万円 

負債合計 88百万円 

資本合計 55百万円 

 ⑫ 最近事業年度における業績の動向 

  平成17年８月期 

  売上高 0百万円 

  営業利益 △14百万円 

  経常利益 △14百万円 

  当期純利益 △14百万円 

  総資産 37百万円 

  株主資本 35百万円 

 １株当たり配当金 0円00銭 

    (3) 株式の取得先 

① 商号 オレガ株式会社 

② 代表者 長倉 統己 

③ 本店所在地 東京都中央区日本橋 

小網町13番７号 

④ 主な事業 

内容 

中小企業向融資・ファ

イナンスコンサルティ

ング業務 

⑤ 当社との関係 株式会社エスビーエル

の共同出資者 

    (4) 取得株式数、取得金額および取得前後の

所有株式数の状況 

① 異動前の所

有株式数 

400株 (所有割合

40.0％) 

② 取得株式数 600株 (取得金額 

24百万円) 

③ 異動後の所

有株式数 

1,000株 (所有割合

100.0％) 

    
(5) 日程 

平成17年10月24日 取締役会決議 

平成17年10月31日 株券引渡し期日 

    
(6) 今後の見通し 

しかるべき時期にグループ戦略の発表と

合わせてお知らせする予定です。 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

２．円建転換社債型新株予約権付社債の転換 

平成16年12月２日に発行した平成21年満

期円建転換社債型新株予約権付社債につ

き、平成17年４月５日から平成17年４月26

日の間に新株予約権行使が行われました。

その内容は下記のとおりであります。  

(1) 社債の減少額    1,420百万円  

(2) 資本金の増加額    710百万円  

(3) 資本準備金の増加額  710百万円  

(4) 株式の種類        普通株式  

(5) 増加した株式の数  12,879.09株 

２．子会社の設立 

当社は、平成18年５月15日開催の取締役

会決議に基づき、当社全額出資による下記

の会社を設立いたしました。 

(1) 設立する会社の概要 

(2) 設立の目的 

メディア戦略の一環としてのコンテン

ツの充実ならびに、メディアとしての新

聞・出版・ネット事業の強化を図ること

を目的としております。 

① 商号 株式会社マルコ 

② 設立年月日 平成18年６月１日 

③ 本店所在地 東京都中央区日本橋 

蛎殻町１丁目34番２号 

④ 資本金 20百万円 

 ２．会社分割 

平成17年９月26日開催の取締役会におい

て当社の情報サービス事業の一部を会社分

割する決議に基づき、平成17年11月１日に

オックス情報販売株式会社を設立登記いた

しました。 

(1) 会社分割の目的 

情報サービス業におけるコンピュータ

の利用環境が年々激変していることに鑑

み、システムの提供者側もユーザーニー

ズを先取りしながら情報サービス事業の

効率性を追求していく必要があります。

そのために、意思決定の迅速化、成果主

義の導入などを目的として会社分割を行

い、当該事業部門を当社グループにおけ

る高収益中核事業へと成長させることを

目指します。 

    (2) 会社分割の要旨 

① 分割の日程 

② 分割方式 

１．分割方式 

当社を分割会社とし、新設するオ

ックス情報販売株式会社を承継会社

とする簡易新設分割（分社型）とい

たします。なお、当社は、商法第374

条の６第１項の規定により、株主総

会の承認を得ずに、本会社分割を行

います。 

２．当分割方式を採用した理由 

国内における情報サービス事業の

運営に当たり、事業の経営効率の更

なる向上、追及等のためには、経営

資源の効率的かつ効果的な活用の図

れる分社型新設分割の方式によるこ

とが適切と判断いたしました。 

③ 株式の割当 

分割により設立するオックス情報販

売株式会社が分割に際して発行する株

式（1,000株）のすべてが当社に割り当

てられます。 

④ 分割交付金 

分割交付金の支払いはありません。 

分割計画書承認

取締役会 

平成17年９月26日 

分割期日 平成17年11月１日 

分割登記 平成17年11月１日 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

    ⑤ 新設分割にて設立する会社が承継す

る権利義務 

オックス情報販売株式会社は、分割

会社の情報サービス部門において業務

遂行上必要と判断される資産および同

部門において顧客との間で締結してい

るアラーム管理システムに関する使用

権許諾契約及び保守契約上の権利・義

務等を継承いたします。 

⑥ 債務履行の見込み 

本会社分割後の分割会社（当社）お

よび新設会社（オックス情報販売株式

会社）が負担すべき債務につきまして

は、履行期における履行の見込みがあ

るもの判断いたしました。 

⑦ 新設分割会社に就任する役員 

・代表取締役社長 落合 伸治 

・取  締  役 田中 威明 

・取  締  役 塙  大輔 

・取  締  役 小川 泰史 

・監  査  役 永井 健二 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

    (3) 分割当事者の概要（平成17年９月30日

現在） 

① 商号 オックス情報株式会

社 

（分割会社） 

〔平成17年９月30

日〕 

オックス情報販売

株式会社 

（新設会社） 

〔平成17年11月１

日見込み〕 

② 事業 

内容 

財務分析ソフトウェ

アの販売、財務格付

情報のデータ配信、

企業信用リスク管理

システムの開発・販

売・保守サービスの

展開 

財務分析ソフトウ

ェアの販売、財務

格付情報の提携販

売、新規システム

の販売、保守サー

ビス契約の代行 

③ 設立 

年月日 

平成11年10月１日 平成17年11月１日 

④ 本店 

所在地 

東京都中央区 

日本橋小網町 

13番７号 

東京都中央区 

日本橋小網町 

13番７号 

⑤ 代表者 代表取締役社長 

篠原 猛 

代表取締役社長 

落合伸治 

⑥ 資本金 3,607,516千円 50,000千円 

⑦ 発行済 

株式数 

182,325.4株 1,000株 

⑧ 株主 

資本 

6,186,247千円 50,000千円 

⑨ 総資産 7,935,586千円 110,453千円 

⑩ 決算期 ９月30日 ９月30日 

⑪ 従業員

数 

33人 ７人 

⑫ 主要 

取引先 

・株式会社日立ハイ

テクノロジーズ 

・株式会社オービッ

ク 

・ダイアモンド・コ

ンピュータ・サ

ービス株式会社 

  

⑬ 大株主

及び持

ち株比

率（平

成17年

３月31

日現

在） 

伊藤祥司21.12% 

大阪証券金融株式会

社10.31% 

篠原 猛6.95% 

畑崎美代子1.09% 

藤原 優0.84% 

オックス情報株式

会社100% 

⑭ 主要取

引銀行 

三井住友銀行/ 

本店営業部 

みずほ銀行/ 

有楽町支店 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

    ⑮ 当事会

社の関

係 

資本関係 オックス情報販売株式会

社はオックス情報株式会

社の100％子会社 

人的関係 オックス情報株式会社は

オックス情報販売株式会

社に取締役および監査役

を派遣し、従業員を出向

させる。 

取引関係 オックス情報株式会社は

オックス情報販売株式会

社に販売用ソフトウェア

と信用格付情報のデータ

等を提供する。 

    (4) 分割する事業部門の内容 

① 事業の概況 

・信用格付ソフトウェア（アラーム管

理）の開発・製造・販売 

・企業格付ソフトウェア（ＯＸＰｅ

ｎ：上場企業のみ）の提供、その他 

② 分割する事業部門の平成17年３月31

日現在における経営成績 

・半期売上高 ＝ 518,732千円 

③ 分割する資産、負債の項目（平成17

年９月30日現在での試算） 

・分割する 

資産項目 ＝ 現預金50,000千円 

      売掛金60,453千円 

・分割する負債項目はありません。 

    
(5) 分割後の当社の状況 

① 商号 オックス情報株式会社 

② 事業の内容 ・財務格付ソフトウェ

アの開発・製造・販

売 

・信用格付情報の製作

及び配信 

③ 本店所在地 東京都中央区日本橋 

小網町13番７号 

④ 代表者 伊藤 祥司 

⑤ 資本金 3,607,516千円 

⑥ 総資産 7,855,738千円 

    
（注）平成17年11月１

日予定数値 

⑦ 決算期 ９月30日 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

    
⑧ 業績に与える

影響 

本会社分割は、分割期

日が平成17年11月１日

であるため、同年９月

期の当社業績および当

社連結業績には影響あ

りません。来期以降に

つきましては、当社は

オックス情報販売株式

会社にソフトウェアお

よび情報の卸売販売を

行うため、当社業績に

軽微な影響がありま

す。 

 ３．       －  ３．       － ３．純粋持株会社体制への移行 

平成17年11月11日開催の取締役会におい

て、グループ経営の強化とスピード経営の

実現および事業再編の機動性の確保を目的

として平成18年２月１日をもちまして純粋

持株会社体制へ移行する方針を決定いたし

ました。 

(1) 純粋持株会社体制への移行理由 

当社は、平成18年２月１日付をもちま

して、純粋持株会社体制へと移行してま

いります。また、商号を「オックスホー

ルディングス株式会社」に変更した上

で、グループの純粋持株会社として引き

続き上場してまいります。 

今後は、当社グループは、純粋持株会

社体制のもと、グループ経営の強化およ

び各事業会社の自己責任経営とスピード

経営を実現し、事業再編の機動性の確保

を図りグループ企業価値の最大化を目指

してまいります。 

(2) 純粋持株会社移行および商号変更日 

平成18年２月１日 

(3) 新商号（英文表記） 

オックスホールディングス株式会社 

（ＯＸＨoldings Ｃo., Ｌtd.） 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

    (4) 純粋持株会社体制移行後の事業会社等

の体制 

（事業会社） 

オックス情報販売株式会社 

国内外企業の財務・信用に関する

格付および格付情報の販売、コン

ピュータソフトウェアの販売・保

守等 

オックス情報開発株式会社 

コンピュータソフトウェアの開

発・保守、システムインテグレー

ション事業の受託開発等（予定） 

株式会社ニューテクノロジー 

業務の電算化のためのコンサルテ

ィング・企画・立案・プログラム

の設計制作 

サイタックス株式会社 

コンピュータソフトウェア・ハー

ドウェアの研究開発及び輸出入等 

株式会社エスビーエル 

金融業 

株式会社クレッシェンド 

投資顧問業 

株式会社日本證券新聞社 

日刊紙の発行、書籍の制作発刊、

インターネットによる情報提供事

業等 

株式会社オックス・ブイ 

有価証券の売買および保有、投資

顧問業等 

北京中貿奥斯軟件有限公司 

中国におけるソフトウェアおよび

関連商品の開発・輸入・自社製

品、関連コンサルティングサービ

スおよびアフターサービス 

４．       － ４．       － ４．中国商務部経済研究院との合作会社設立

と出資完了 

平成17年５月27日開催の取締役会におい

て決議された「北京合弁会社設立」につ

き、平成17年10月９日に中国商務部経済研

究院との合作会社設立が認可され、平成17

年11月10日に出資が完了いたしました。 

(1) 合作会社の 

名称 

北京中貿奥斯軟件有限

公司 

(2) 設立年月日 平成17年10月９日 

(3) 所在地 中国北京市東城区安定

門外東後巷28号４号楼

208室 

(4) 董事長 伊藤 祥司（当社代表

取締役） 

(5) 決算期 12月31日 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

    (6) 資本金 500万人民元（72,650

千円） 

(7) 従業員 15名（予定） 

(8) 事業内容 ソフトウェア及びその

関連商品の開発、輸

入、自社製品販売、関

連コンサルティングサ

ービスおよびアフター

サービスならびに上述

の経営項目に関連する

付随業務 

(9) 当社の出資額 500万人民元（72,650

千円） 

(10) 当社出資 

年月日 

平成17年11月10日 

(11) 合作条件 中国商務部研究院は、

その保有する情報調査

のルート、データベー

ス、人員および市場を

合作条件として提供す

る。 

５．        － ５．        － ５．子会社の設立 

当社は、平成17年11月16日開催の取締役

会において、下記の会社を設立することを

決定いたしました。 

(1) 設立する会社の概要 

(2) 設立の目的 

「平成18年２月１日をもって純粋持株

会社体制へ移行する方針」に基づき、シ

ステムの開発・維持業務のより一層の充

実と範囲の拡大を目指し、グループ全体

の業容拡大に寄与させることを目的とし

ております。 

① 商号 オックス情報開発株式会

社 

② 設立年月日 平成17年11月21日 

③ 本店所在地 東京都中央区日本橋 

小網町13番７号 

④ 資本金 30,000千円 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  (1)有価証券報告書の訂正報告書 

平成17年12月19日関東財務局長に提出 

事業年度（第４期）（自 平成14年10月１日 至 平成15年９月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

  (2)有価証券報告書の訂正報告書 

平成17年12月19日関東財務局長に提出 

事業年度（第５期）（自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

  (3)臨時報告書 

平成17年12月21日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の発行）に基づく臨時報告書でありま

す。 

 (4)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第６期）（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月22日関東財務局長に提出。 

  (5)臨時報告書の訂正報告書 

平成18年１月５日関東財務局長に提出 

平成17年12月21日提出の臨時報告書（新株予約権の発行）に係る訂正報告書であります。 

  (6)臨時報告書 

平成18年３月28日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の移動）に基づく臨時報告書であります。 

  (7)自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成18年３月24日 至 平成18年３月31日）平成18年４月12日関東財務局長に提出 

  (8)自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日）平成18年５月12日関東財務局長に提出 

  (9)自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日）平成18年６月12日関東財務局長に提出 

 (10)半期報告書の訂正報告書 

平成18年６月19日関東財務局長に提出 

（第６期中）（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。 

 (11)有価証券報告書の訂正報告書 

平成18年６月19日関東財務局長に提出 

事業年度（第６期）（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年６月24日

オックス情報株式会社   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 小田 哲生  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 浅野 俊治  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオック

ス情報株式会社の平成16年10月１日から平成17年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年10月１日か

ら平成17年３月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、オックス情報株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に以下の事項が記載されている。 

(1)会社は、平成17年4月12日付で株式交換により株式会社ニューテクノロジーの全株式を取得し、100％子会社として

いる。 

(2)会社は、平成17年4月5日から平成17年4月26日までの間に円建転換社債型新株予約権付社債の新株予約権が行使さ

れている。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年６月20日

オックスホールディングス株式会社   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 小田 哲生  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 浅野 俊治  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオック

スホールディングス株式会社の平成17年10月１日から平成18年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17

年10月１日から平成18年３月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、オックスホールディングス株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

(1)「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より固定資

産の減損に係る会計基準を適用している。 

(2)「セグメント情報の事業の種類別セグメント情報（事業区分の方法の変更）」に記載のとおり、会社は事業区分の

変更を行っている。 

(3)「重要な後発事象」に記載のとおり、会社は、平成18年４月27日付でAKIRAWORKS CORPORATIONを設立している。 

(4)「重要な後発事象」に記載のとおり、会社は、平成18年６月１日付で株式会社マルコを設立している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年６月24日

オックス情報株式会社   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 小田 哲生  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 浅野 俊治  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオック

ス情報株式会社の平成16年10月１日から平成17年９月30日までの第６期事業年度の中間会計期間（平成16年10月１日から

平成17年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、オックス情報株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年10月１

日から平成17年３月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に以下の事項が記載されている。 

(1)会社は、平成17年4月12日付で株式交換により株式会社ニューテクノロジーの全株式を取得し、100％子会社として

いる。 

(2)会社は、平成17年4月5日から平成17年4月26日までの間に円建転換社債型新株予約権付社債の新株予約権が行使さ

れている。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年６月20日

オックスホールディングス株式会社   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 小田 哲生  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 浅野 俊治  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオック

スホールディングス株式会社の平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第７期事業年度の中間会計期間（平成17年

10月１日から平成18年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、オックスホールディングス株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成17年10月１日から平成18年３月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

(1)「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間会計期間より固定資産の減損

に係る会計基準を適用している。 

(2)「重要な後発事象」に記載のとおり、会社は、平成18年４月27日付でAKIRAWORKS CORPORATIONを設立している。 

(3)「重要な後発事象」に記載のとおり、会社は、平成18年６月１日付で株式会社マルコを設立している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 
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